
（平成２２年３月１７日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 43 件

国民年金関係 8 件

厚生年金関係 35 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 59 件

国民年金関係 26 件

厚生年金関係 33 件

年金記録確認大阪地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



大阪国民年金 事案 4032 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成７年 10月から同年 12月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 48年９月から 49年 10月まで 

 ② 昭和 50年５月から 53年３月まで 

 ③ 昭和 55年４月から同年６月まで 

 ④ 昭和 56年４月から同年６月まで 

 ⑤ 昭和 56年 10月から同年 12月まで 

 ⑥ 昭和 59年７月から 61年３月まで 

 ⑦ 昭和 62年１月から同年７月まで 

 ⑧ 平成４年 11月から５年３月まで 

 ⑨ 平成６年１月から同年３月まで 

 ⑩ 平成７年 10月から同年 12月まで 

 ⑪ 平成８年２月及び同年３月 

私が、20 歳になった時に市役所から国民年金手帳が送付されてきて国民

年金に加入したと思う。 

私は、国民年金加入後の国民年金保険料を自宅に送付されてきた納付書を

使ってすべて市役所又は銀行で納付してきたので、申立期間①から⑪までの

保険料についても同様に納付していたと思う。 

ただし、学生時代の昭和 49 年３月以前の保険料については、親が立て替

えて納付してくれたことがあり、私が、26歳から 27歳のころに給料が遅延

して、一時的に保険料が未納になり、30 歳を過ぎたころに、まとめてさか

のぼって保険料を納付した記憶がある。 

私自身の性格からすると、その後も一時的に保険料を滞納したことはあっ

ても、必ず未納期間の保険料を市役所で調べて、納付書を作成してもらい、

保険料を納付してきたはずなのに、納付記録を確認したところ、未納期間が



多くて驚いている。 

申立期間①から⑪までについて、未納と記録されているが、納付記録をも

う一度よく調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係るオンライン記録を見ると、未納と記録されている申立期間⑩の

うち、平成７年 10月の国民年金保険料について、９年４月 17日付けで重複納

付が発生し、同年４月 18 日付けで８年１月の保険料に充当されていることが

確認できる。 

社会保険事務所（当時）では、当該充当の処理についての理由は不明として

いるものの、一般的に重複納付に係る充当処理については、国民年金保険料が

納付済みの期間又は被用者年金加入期間中の期間について、国民年金保険料が

再び納付された場合、その重複納付の調査決定処理が行われた時点において、

２年の納付時効期限内に未納期間がある場合は、その納付可能な一番先にある

未納月から充当するものとしている。 

申立人は、平成７年 10 月当時に厚生年金保険被保険者期間ではなかったと

陳述し、オンライン記録からもそのことが確認できるところ、充当された８年

１月以前の７年 10月から同年 12月までの国民年金保険料は、重複納付による

充当処理が行われる前に既に納付済みであったことが推認される。 

一方、申立期間①及び②について、申立人は、20歳に到達した昭和 48年＊

月ごろに市役所から国民年金手帳が送付された後、市役所又は銀行において国

民年金保険料をすべて納付していたと申し立てている。 

しかし、申立人の国民年金手帳記号番号は、その前後の手帳記号番号で払い

出された任意加入被保険者の資格取得日から、早くても昭和 53 年７月ごろに

Ａ市で払い出されたことが推認される。この手帳記号番号を使用して、申立期

間①及び②の保険料は現年度納付できず、申立人の陳述と符合しない上、申立

期間①及び②のうちの一部の期間の保険料は、制度上、時効により納付するこ

とはできない。 

申立期間③、④及び⑤について、申立人は、上述のとおり市役所又は銀行に

おいて国民年金保険料をすべて納付していたが、26歳から 27歳だった昭和 54

年又は 55年ごろ、給料の遅配が原因で一時的に保険料が未納になり、30歳を

経過した 58 年ごろに、まとめてさかのぼって保険料を納付したと申し立てて

いる。 

そこで、申立人に係る特殊台帳を見ると、昭和 54 年度から 58 年度（昭和

55年度においては再催告を含む。）まで７回催告を行ったことを示す押印が確

認されるところ、申立期間③、④及び⑤の期間について、その後、保険料を納

付したことを示す事蹟
じ せ き

は見当たらない上、催告を受ければ必ず納付したとする

申立人の陳述とも符合しない。 



申立期間⑥、⑦、⑧、⑨及び⑪について、申立人は、上述のとおり市役所又

は銀行において国民年金保険料をすべて納付していたが、一部未納の保険料は

あったものの、その後、未納期間の保険料は、さかのぼって納付したと申し立

てている。 

しかし、申立人に係る国民年金記録を見ると、Ｂ県Ｃ市の国民年金納付記録、

Ａ市の国民年金得喪・納付記録(申立人が居住していた平成４年９月まで)及び

オンライン記録に、当該期間の保険料が納付されたことを示す事蹟は見当たら

ない。 

また、申立期間①、②、③、④、⑤、⑥、⑦、⑧、⑨及び⑪について、申立

人はＡ市とＣ市にそれぞれ居住しており、これらの期間、２つの行政機関にお

いて、連続して事務処理の誤りが行われたとは考え難い上、申立人から個々の

申立期間の納付状況の事情等を酌み取ろうとしても、具体的な記憶が無く、申

立期間当時の保険料が納付されていたことをうかがわせる周辺事情は見いだ

せなかった。 

さらに、申立人に係る複数の氏名別読みによる検索及び申立期間に申立人が

居住していたとする住所地を管轄する社会保険事務所における国民年金手帳

記号番号払出簿の内容の調査、確認をしたが、申立人に対して別の手帳記号番

号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、平

成７年10月から同年12月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。



大阪国民年金 事案 4033 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 51年 12 月から 52年７月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年 12月から 52年７月まで 

    私は、会社に入社又は退社した都度、市役所の窓口で厚生年金保険と国民

年金の切替手続を行い、国民年金保険料を納付していたと思う。 

私は、夫の国民年金保険料をずっと納付しており、私が国民年金に加入し

ている時は夫婦二人分の保険料を一緒に納付していた。 

私の納付記録を見ると、申立期間の８か月間が未納と記録されているが、

私の国民年金手帳には、申立期間に国民年金への切替手続に行ったことが記

載されており、申立期間についても、私が夫婦二人分の保険料を一緒に納付

していたと思う。 

申立期間の保険料について、夫が納付済みと記録されているのに、私だけ

が未納と記録されていることに納得できない。 

     

第３ 委員会判断の理由 

申立期間は８か月と短期間である上、申立期間に係る申立人の夫の保険料は

納付済みである。 

また、申立人は、その夫の国民年金保険料を申立人が納付しており、自身が

国民年金被保険者であった期間は、夫婦二人分の保険料を一緒に納付していた

としているところ、その夫の国民年金加入期間中は納付済みである上、申立期

間以前に申立人が国民年金被保険者であった期間のうち、納付日が判明した昭

和 41年４月から 47年１月までの保険料は、夫婦共に同一日に納付されている

ことが確認できる。 

さらに、申立人は、厚生年金保険被保険者資格の喪失日の昭和 51 年 12 月

11日付けで国民年金資格を取得し、52年８月 23日付けで同資格を喪失してい



ることが、申立人が所持する国民年金手帳、Ａ市の国民年金被保険者検認台帳

の記載（当初は、昭和 51 年 12 月 16 日付け取得、52 年９月 23 日付け喪失と

記載されていたが、その後、訂正済み）及びオンライン記録から確認でき申立

人の陳述と符合する。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 4034 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 53 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53年１月から同年３月まで 

    昭和 39年９月に結婚後、妻が私の国民年金保険料を 60歳になるまで納付

してくれていた。 

私が、国民年金加入期間中、申立期間についてのみ未納とされていること

に納得できない。 

     

第３ 委員会判断の理由 

   申立人は、昭和 36 年４月に国民年金に加入して以降、申立期間を除き、60

歳に到達するまでの保険料を完納しているなど、申立人の保険料を納付してい

たその妻の保険料の納付意識が高かったものと考えられる。 

   また、申立期間は３か月と短期間である上、申立人に係る特殊台帳を見ると、

その前後の期間の保険料は現年度納付されていることが確認でき、申立期間の

保険料のみ申立人の妻が納付しなかったと考えるのは不自然である。 

さらに、申立人は、昭和 56年１月から同年３月までの保険料を同年６月に、

58 年２月及び同年３月の保険料を同年７月にそれぞれ過年度納付しているこ

とが特殊台帳で確認できるなど、申立人の妻の未納解消の努力がうかがえる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 4035 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36年 10 月から 37年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２  申立の要旨等 

    １  申立人の氏名等 

        氏    名  ： 女 

        基礎年金番号  ：   

        生 年 月 日        ：  昭和 10年生 

        住    所  ：   

 

    ２  申立内容の要旨 

        申 立 期 間        ：  昭和 36年 10月から 37年３月まで 

        時期ははっきりと覚えていないが、Ａ区の年配の職員の集金人が３か月ご

とに自宅兼店舗に集金に来ていたので、私は夫婦二人分の国民年金保険料を

きちんと納付していた。 

申立期間の保険料が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の保険料を３か月ごとに自宅兼店舗に集金に来ていたＡ

区の集金人に、夫婦二人分の保険料を納付していたと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金の加入手続時期をみると、申立人の国民年金手帳

記号番号が昭和 36 年９月９日に夫婦連番で払い出されていることが、国民年

金手帳記号番号払出簿から確認でき、この時点において申立期間の保険料を現

年度納付することが可能である。 

また、申立人は、３か月ごとに夫婦二人分の保険料を納付していたと申し立

てているところ、申立期間当時、Ｂ市では３か月ごとに集金人が保険料を集金

していた上、申立人夫婦の所持する昭和 41 年４月１日に発行された国民年金

手帳の印紙検認記録を見ると、同年４月から 47 年３月までの保険料を夫婦が

おおむね３か月ごと同一日に納付していることが確認でき、申立内容と符合す

る。 

さらに、申立人は、申立期間の保険料は３か月で夫婦二人分が 600円であっ

たと申し立てているところ、申立期間当時の保険料は昭和 36年４月から 41年

12月まで月額 100円であり、申立内容と一致する。 

加えて、申立期間は６か月と短期間であり、その前後の保険料を納付してい

る上、申立期間当時、生活状況に変化は見られず、申立期間の保険料を納付で

きない理由も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



大阪国民年金 事案 4036 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36年 10 月から 37年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２  申立の要旨等 

    １  申立人の氏名等 

        氏    名  ： 男 

        基礎年金番号  ：   

        生 年 月 日        ：  昭和８年生 

        住    所  ：   

 

    ２  申立内容の要旨 

        申 立 期 間        ：  昭和 36年 10月から 37年３月まで 

        時期ははっきりと覚えていないが、Ａ区の年配の職員の集金人が３か月ご

とに自宅兼店舗に集金に来ていたので、私の妻は夫婦二人分の国民年金保険

料をきちんと納付していた。 

申立期間の保険料が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の保険料を妻が３か月ごとに自宅兼店舗に集金に来てい

たＡ区の集金人に、夫婦二人分の保険料を納付していたと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金の加入手続時期をみると、申立人の国民年金手帳

記号番号が昭和 36 年９月９日に夫婦連番で払い出されていることが、国民年

金手帳記号番号払出簿から確認でき、この時点において申立期間の保険料を現

年度納付することが可能である。 

また、申立人は、妻が３か月ごとに夫婦二人分の保険料を納付していたと申

し立てているところ、申立期間当時、Ｂ市では３か月ごとに集金人が保険料を

集金していた上、申立人夫婦の所持する昭和 41 年４月１日に発行された国民

年金手帳の印紙検認記録を見ると、同年４月から 47 年３月までの保険料を夫

婦がおおむね３か月ごと同一日に納付していることが確認でき、申立内容と符

合する。 

さらに、申立人の妻は、申立期間の保険料は３か月で夫婦二人分が 600円で

あったと申し立てているところ、申立期間当時の保険料は昭和 36 年４月から

41年 12月まで月額 100円であり、申立内容と一致する。 

加えて、申立期間は６か月と短期間であり、その前後の保険料を納付してい

る上、申立期間当時、生活状況に変化は見られず、申立期間の保険料を納付で

きない理由も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



大阪国民年金 事案 4037 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 49年１月から 50年６月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

住        所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 37年 10月から 39年 12月まで 

          ② 昭和 49年１月から 50年６月まで 

    国民年金制度発足前から何度か自宅に来訪してきた市の職員から国民年

金への加入を勧奨されて、私は夫と共に昭和 36年 12月に加入手続をした。

それ以来、39 年ごろ夫の勧めによって国民年金を脱退するまで同じ町内の

集金人にいつも夫婦一緒に夫婦二人分の保険料を定期的に納付していた。と

ころが、記録では加入した 36年４月から 37 年９月までの保険料は 55年に

特例納付、37年 10月以降は未納とされており、私の記憶と全く異なり、記

録間違いであるとしか思えない。 

    また、国民年金脱退後、昭和 50 年７月に夫婦一緒に再度加入し、納付方

法及び納付場所は定かではないものの、同年 12月に 47年３月までさかのぼ

って加入前の全期間について保険料（多分４万円から５万円程度）を一括納

付したはずであるが、記録では上記の期間のうち、49年１月から 50年６月

までの期間が未納とされていることも納得できない。 

    以上、二つの申立期間について、夫と一緒に夫婦二人分を納付しながら夫

と記録が異なる点も含めて、記録に疑問があるので、調査をお願いしたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①の保険料を定期的に現年度納付し、申立期間②の保険

料を、昭和 50年 12月に 47年３月以降の分と一緒にさかのぼって一括納付し

たと申立てている。 

そこで、申立期間②について、申立人とその夫の納付記録を見ると、いずれ

も昭和 50年 12月に特例及び過年度の組み合わせにより、遡及
そきゅう

納付を行ってい



るものの、夫は、この期間を含め 35歳を迎える 43年＊月以降について未納な

く納付しているのに対し、申立人は、この期間を除き、35 歳到達月である 47

年＊月以降について納付していることが特殊台帳から確認できる。この場合、

申立人の夫については、60 歳到達時に受給権確保可能であったのに対し、申

立人については、申立期間②に相当する 18か月が不足する状況となる。 

一方、申立人とその夫の加入手続時期をみると、申立人は 38 歳、その夫は

42歳を迎える昭和 50年に国民年金手帳記号番号の払出しを受けていることが

国民年金手帳記号番号払出簿から確認でき、当時は附則 18 条に基づく特例納

付が可能な時期であった。 

これらの点を踏まえ、特例納付が無年金者の救済措置として設けられた制度

であった状況に鑑
かんが

みると、夫婦は、受給権を確保するため特例納付を前提と

して、加入手続を行ったものと推定でき、申立人は、申立期間②に係る納付書

を入手していたものと考えられる。また、申立期間②が未納であれば、受給権

を確保できなくなることは認識していたものと考えられ、夫と同様に、遡及納

付を行っていたと考えるのが相当である。 

次に、申立期間①についてみると、上記の国民年金手帳記号番号によっては、

申立人が陳述する町内の集金人に対して現年度納付をすることはできない。 

そこで、別の国民年金手帳記号番号による納付の可能性を検証するため、国

民年金手帳記号番号払出簿の確認を行ったところ、申立人には、昭和 36年 12

月に現行のものとは別の手帳記号番号が払い出されていたことが確認できた

ものの、当該手帳記号番号は 37年７月 28日に同年１月１日付けの資格の喪失

として処理されていることが市の被保険者名簿から確認できる。この場合、申

立期間は未加入期間となるため、制度上、保険料を納付することはできない。 

また、一緒に夫婦二人分を納付していたとする申立人の夫の納付記録を見る

と、申立期間については未納であることが特殊台帳及びオンライン記録から確

認できる。 

さらに、申立期間①について、保険料が納付されていたことをうかがわせる

周辺事情等も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 49年１月から 50年６月までの国民年金保険料については、納付していたも

のと認められる。



大阪国民年金 事案 4038 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 11年４月から 12年２月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 11年４月から 12年２月まで 

     申立期間当時、収入がとても少なかったので、自分で国民年金保険料の

免除申請に区役所へ行った記憶が確かにある。 

その際の詳しいやりとりなどははっきり覚えていないが、その後、保険

料の納付のことについて、母と話した記憶はある。 

仮に申請が却下されていれば、申立期間の保険料は、送付されてきた納

付書で、母がさかのぼって納付してくれたと思うので、未納とされている

ことは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料について、母がさかのぼって納付して

くれていたはずであると申し立てている。 

そこで、オンライン記録を見ると、申立期間直前の平成 10 年４月から 11

年３月までの国民年金保険料について、12 年３月６日に過年度納付している

ことが確認でき、この時点において、その直後の申立期間の保険料についても

過年度納付することは可能である。 

また、申立人の母は、両親に収入があるため免除が受けられなかった旨を申

立人が当時話していたこと、及び申立人の国民年金保険料については後日自宅

に送付された納付書により、自身が、夫婦二人分の保険料と一緒に過年度納付

したことを具体的かつ詳細に陳述しており、このことは、申立人の両親の申立

期間及びその後の数年間に係る保険料については、いずれも同一日に１年間分

を一括して過年度納付していることとも符合しており、その陳述の信ぴょう性

は高いものと認められる。 

さらに、申立期間当時における申立人の両親の生活状況に特段の変化は無く、



家業も順調であったものと認められ、申立人の 11 か月分の過年度保険料のみ

未納のまま放置したとも考え難い。 

加えて、オンライン記録を見ると、申立期間以外の期間に当たる平成７年４

月、10年４月及び同年５月から 11年３月までの期間の国民年金保険料につい

て、当初は未納とされていたものの、その後、納付済みに変更されており、ま

た、その際記録された収納年月日を見ても、本来過年度納付とされるべきとこ

ろ、現年度納付となっているなど、不自然な記録となっており、申立期間の保

険料の納付記録についても何らかの事務的過誤があった可能性も否定できな

い。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 4039 

 

第１ 委員会の結論 

      申立人の昭和 55 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２  申立の要旨等 

    １  申立人の氏名等 

        氏    名 ： 女 

        基礎年金番号 ：  

生 年 月 日       ： 昭和 17年生 

        住    所 ：  

 

    ２  申立内容の要旨 

        申 立 期 間       ： 昭和 55年１月から同年３月まで 

    国民年金の加入については、会社退職後に国民年金に加入するのは当然の

義務と両親からも聞いていたが、自分自身では手続した記憶は無いので、お

そらく両親のどちらかが手続してくれたはずである。 

昭和 53 年に離婚した後、直ぐに自営業を営んでおり、離婚後である申立

期間の保険料については、役所から送付された納付書を持って、自分自身で

金融機関等できちんと納付していたので、３か月分だけ未納とされているの

は納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人の国民年金手帳記号番号は、

Ａ市Ｂ区において、昭和 37年 11月７日に払い出されており、この手帳記号番

号払出時期からみて、申立期間の国民年金保険料を現年度納付することは可能

である。 

また、申立人は、昭和 51 年６月以降、申立期間を除き、すべて国民年金保

険料を納付済みである上、３回にわたり保険料を前納していることも確認でき、

これらのことは、離婚後の保険料については、自身できちんと納付するように

していたとする陳述内容とも符合し、当時における申立人の納付意識の高さが

うかがえる。 

さらに、オンライン記録を見ると、申立期間前後の国民年金保険料は現年度

納付している上、申立期間は３か月と短期間である。 

加えて、申立期間当時における生活状況に特段の変化は無く、仕事も順調で

あったと認められる申立人が、申立期間の国民年金保険料を未納のまま放置し

たとは考え難い。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



大阪厚生年金 事案 5815                   

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 30年５月 26日から 31年 11月 29日まで 

         ② 昭和 31年 12月３日から 32年 12月 17日まで 

③ 昭和 34年 11月１日から 40年８月１日まで 

    社会保険事務所(当時)から送られてきたねんきん特別便により、Ａ社に勤

務していた期間の一部、及びＢ社Ｃ部門における厚生年金保険加入期間が脱

退手当金支給済みとなっていることを知った。 

    脱退手当金を請求した記憶は無く、受給していないので、申立期間を厚生

年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間の脱退手当金は、申立期間に係る最終事業所の厚生年金保険被保険

者資格の喪失日から約２年６か月後の昭和43年１月26日に支給決定されてお

り、事業主が申立人の委任を受けて代理請求したとは考え難い。 

   また、脱退手当金を支給する場合、本来、過去のすべての厚生年金保険被保

険者期間をその計算の基礎とするものであるが、３回にわたるＡ社における被

保険者期間のうち、昭和 33年４月１日から 34年 12月２日までの期間はその

計算の基礎とされておらず、未請求となっている。しかしながら、同一会社で

勤務していた一部の期間を申立人が失念するとは考え難い上、未請求となって

いる被保険者期間は申立期間と同一の被保険者記号番号で管理されているに

もかかわらず、支給されていない期間が存在することは事務処理上も不自然で

ある。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。



大阪厚生年金 事案 5816 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認められることから、申立人のＡ社Ｃ支店における資格喪失日に係る記録

を昭和 56年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 19万円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 56年３月 31日から同年４月１日まで 

私の夫は、昭和 45年４月１日にＡ社に入社し、平成 13年４月 10 日に退

職するまでＢ職として継続して勤務していた。 

社会保険事務所（当時）の記録によると、Ａ社での勤務期間のうち、昭和

56年３月の１か月が厚生年金保険に未加入とされている。 

申立期間はＡ社Ｃ支店から同社Ｄ支店に転勤となった時期であるが、同社

発行の在職証明書において、申立期間中の継続勤務が確認できるので、厚生

年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が保管する申立人に係る人事台帳の記録、同社が発行した申立人に係る

在職証明書、雇用保険の記録及び同僚の陳述から判断すると、申立人がＡ社に

継続して勤務し（昭和 56年４月１日にＡ社Ｃ支店から同社Ｄ支店に異動）、申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店における昭

和 56年２月の社会保険事務所の記録から、19 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業



主は、資格喪失届について、「昭和 56年４月１日のＡ社Ｃ支店から同社Ｄ支店

への異動に際し、同社Ｃ支店における被保険者資格の喪失日を同年３月 31 日

と誤って届け出た」旨回答していることから、事業主が同日を資格喪失日とし

て届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年３月の保険料につい

て納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、

その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を

含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 



大阪厚生年金 事案 5817 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の厚生年金保険第４種被保険者期間における資格取得日は昭和 59 年

３月１日、資格喪失日は 60 年２月１日であると認められることから、申立期

間に係る厚生年金保険第４種被保険者の資格取得日及び資格喪失日に係る記

録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、８万 6,000円とすることが妥当

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年３月１日から 60年２月１日まで 

私は、昭和 59年２月末にＡ社を退職した後、老齢厚生年金の受給資格期

間を満たすために、同年３月から 60年１月まで第４種被保険者として保険

料を納付した。 

その後、別の厚生年金保険被保険者記号番号で管理されていたＢ社にお

ける厚生年金保険被保険者期間が見つかり、平成９年１月９日に記録の統

合処理が行われた結果、第４種被保険者期間を含めずとも老齢厚生年金の

受給資格を満たすこととなったため、厚生年金保険法の規定により第４種

被保険者であった期間の加入記録が取消しとなった。 

しかし、取消しとなった第４種被保険者期間に係る納付済み保険料につ

いて還付を受けた覚えは無いので、申立期間について保険料を還付するか、

又は申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る厚生年金保険第４種被保険者名簿及び申立人が保管する納付

書・領収証書によると、申立人は、昭和 59 年３月１日にＡ社における被保険

者資格を喪失すると同時に第４種被保険者資格を取得しており、老齢厚生年金

の受給資格期間を満たし、同資格を喪失する 60年２月１日までの 11か月につ

いて保険料を納付していることが確認できる（35 歳以降 180 月の受給資格の

取得の特例措置の適用）。 



一方、オンライン記録によると、申立人は、別の厚生年金保険被保険者記号

番号で管理されていたＢ社における厚生年金保険被保険者期間（昭和 23 年８

月 25日から 27年４月 20日まで）について平成９年１月９日に記号番号の重

複取消が行われた結果、加入期間が 242月となり、第４種被保険者期間を含め

ずとも老齢厚生年金の受給資格期間を満たすこととなったため、第４種被保険

者期間については加入記録が取り消されていることが確認できる。 

これに対し、申立人は、「第４種被保険者期間の取消しについて社会保険事

務所（当時）から何の通知も受け取っておらず、保険料の還付は受けていない」

旨陳述しているところ、管轄の社会保険事務所では、「前渡資金官吏現金出納

簿によると、申立人に係る記録の統合が行われた平成９年１月９日以降、申立

人以外の例も含め、事務所において第４種被保険者期間に係る保険料の還付が

行われた記録は確認できない」旨回答している。 

また、社会保険事務所では、「申立人に係る第４種被保険者保険料の過誤納

付の還付・充当に係る決議書及び第４種被保険者債権管理簿は保存期間経過の

ため保存していない」旨回答しており、このほか、社会保険事務所が申立人に

対し、第４種被保険者資格の取消しに伴って生じた過誤納金を還付したことを

うかがわせる事情は確認できない。 

以上の事情及び関連資料等を総合的に判断すると、申立人の厚生年金保険第

４種被保険者期間における資格取得日は昭和 59年３月１日、資格喪失日は 60

年２月１日であると認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、厚生年金保険第４種被保険者名

簿の記録から８万 6,000円とすることが妥当である。 



大阪厚生年金 事案 5818 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所(当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張

する標準報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間に係る標

準報酬月額の記録を、平成５年７月から７年９月までは 53万円、同年 10月か

ら９年６月までは 59万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成５年７月１日から９年７月１日まで 

社会保険事務所から、「Ａ社に勤務していた期間のうち、平成５年７月か

ら９年６月までの標準報酬月額が低すぎるのではないか」との問合わせを

受けた。社会保険事務所の記録によると、私の知らない間に、当該期間の

標準報酬月額が９万 8,000円に訂正されている。 

Ａ社には昭和 55年７月から平成９年６月末まで勤務し、２年４月からは

取締役であった。また、５年ごろからは１か月 70万円の報酬を受け取って

いた。 

社会保険事務所の記録には納得できないので、申立期間に係る標準報酬

月額を実際の給与支給額に見合った額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、当初、

平成５年７月から７年９月までは 53 万円、同年 10 月から９年６月までは 59

万円と記録されていたところ、申立人がＡ社に係る厚生年金保険被保険者の資

格を喪失した日（平成９年７月１日）から約１年後の 10年８月 19 日付けで、

５年７月１日に遡及
そきゅう

して９万 8,000 円に減額訂正されていることが確認でき

る。 

また、Ａ社は、平成 10年７月 23日にＢ裁判所から破産宣告を受けていると

ころ、社会保険事務所が交付要求のため破産管財人へ宛てた債権現存額申立書

によると、同社は 15年５月 27日時点で３億 8,243万 1,106円の社会保険料を

滞納していることが確認できる。 



さらに、オンライン記録によると、申立人に係る遡及訂正は、過去４度の定

時決定（平成５年 10月１日、６年 10月１日、７年 10月１日及び８年 10月 1

日）を超えて行われているほか、新たに平成５年７月の月額変更が追加されて

おり、不自然な処理が行われていることが認められる。 

加えて、Ａ社が保管していた勘定科目内訳書（平成８年３月１日から９年２

月 28 日まで）によると、申立人は、当該期間について常勤の役員として 875

万 1,840円（月額換算で 72万 9,320円）の報酬を受けていることが確認でき

る。 

なお、Ａ社に係る商業登記簿によると、申立人は平成２年４月 30 日に同社

の取締役に就任し、９年９月 30 日までその地位にあったことが確認できると

ころ、遡及訂正日（平成 10年８月 19日）は、同社がＢ裁判所による破産宣告

を受けて、代表取締役が破産管財人に代表者印を引き渡した 10 年８月２日以

後となっていることに加え、申立人は「自分はＣ業務担当で、社会保険関係事

務には関与していなかった」旨陳述している。 

以上の事情を総合的に判断すると、平成 10年８月 19日付けで行われた遡及

訂正処理は事実に即したものとは考え難く、申立人について、５年７月１日に

さかのぼって標準報酬月額の減額処理を行う合理的理由があったとは認めら

れないことから、当該減額処理に係る有効な記録訂正があったとは認められず、

申立期間の標準報酬月額については、事業主が社会保険事務所に当初届け出た

平成５年７月から７年９月までは 53 万円、同年 10 月から９年６月までは 59

万円と訂正することが必要である。 



大阪厚生年金 事案 5819 

 

第１ 委員会の結論 

事業主は、申立人が昭和 17 年６月１日に厚生年金保険被保険者の資格を取

得し、20年３月 10日に資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所（当時）に

行ったことが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険

者の資格取得日及び資格喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、昭和 17年６月から 18年４月ま

では 70円、同年５月から 20年２月までは 90円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 11年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 17年６月１日から 20年３月 10日まで 

夫の厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所に照会したところ、Ａ社

に勤務した申立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。申立期間に同

社で勤務していたのは間違いないので、厚生年金保険被保険者であったこ

とを認めてほしい。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によれば、Ａ社が厚生年金保険適用事業所であった事実は確

認できず、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿は存在しないが、申

立人に係る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）によると、申立人及び申立人

が同僚だとしている者が、昭和 17 年１月１日に同社において被保険者資格を

取得していることが確認できることから、同社は、申立期間当時、厚生年金保

険法（当時は、労働者年金保険法）の適用対象事業所となっており、申立人は、

同日に被保険者資格を取得していたことが認められる（制度上、保険料の徴収

は、昭和 17年６月１日から開始）。 

また、当時は、戦時下の労働統制のもと、労務調整令（昭和 17 年１月 10

日施行）により、工場労働者の自由な転退職及び解雇が禁止又は制限されてい

る状況であったところ、上記の同僚は、「勤務先工場は、昭和 19年以降軍隊の



指定工場になった」、「申立人の勤務形態は１日 10時間、月に 28日であり、昭

和 20年３月 13日に開催された私の送別会に出席してくれていたので、申立人

は申立期間において間違いなく勤務していた」旨陳述していることから判断し

て、申立人が申立期間にＡ社で継続して勤務していたことが認められる。 

一方、前述の被保険者台帳に、申立人のＡ社における被保険者資格の喪失日

の記録は無く、また、同僚に係る同台帳には「補正不能台帳」の記載も確認で

きる。 

以上の事実を前提にすると、前述の被保険者台帳に被保険者資格の喪失日の

記録が無いことの原因としては、事業主の届出漏れ、保険者による厚生年金保

険被保険者台帳への記入漏れ、被保険者名簿の戦災による焼失等の可能性が考

えられるが、保険者も当該被保険者台帳及び被保険者名簿の完全な復元を為し

得ない状況の下では、事業主及び申立人のいずれの責にも帰すことができない

ものと認められる。 

以上を踏まえて本件をみるに、申立人が申立期間中に継続して勤務した事実

が推認できること、申立てに係る厚生年金保険の記録は、事業主がその届出を

行った後に焼失した可能性が高いと認められる一方で、この推認を妨げる特段

の事情は見当たらないこと等の諸事情を総合して考慮すると、事業主は、申立

人が昭和 17年６月１日に厚生年金保険被保険者の資格を取得し、20年３月 10

日に資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に行ったことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係る厚生年金保険被保

険者台帳の記録から、昭和 17年６月から 18 年４月までは 70円、同年５月か

ら 20年２月までは 90円とすることが必要である。 



大阪厚生年金 事案 5820 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における資格取得日に係る

記録を昭和 31年８月 20日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を、同年８月か

ら 33年９月までは１万円、同年 10月から 35年４月までは１万 2,000円、同

年５月から同年８月までは２万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 大正 11年生 

    住    所 ：  

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 31年８月 20日から 35年９月１日まで 

私の夫は、Ａ社に昭和 31 年８月 20 日に入社し、56 年 12 月 31 日までＣ

職として勤務したが、社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録

について照会したところ、申立期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。 

申立期間もＡ社に勤務していたので、厚生年金保険の被保険者であった

ことを認めてほしい。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社提出の在籍証明書及び同僚の陳述により、申立人は、申立期間も同社に

勤務していたことが認められる。 

また、Ａ社からは、「申立人には、当社企業年金基金における『みなし加算

適用加入員期間』の起算日が昭和 31年８月 20日であるとする記録がある。当

社では、みなし加算適用の対象となる社員に係る当該基金加入員の資格取得日

と厚生年金保険の資格取得日は連動させていることから、同年８月 20 日が申

立人の厚生年金保険の資格取得日である。また、資料は保存していないが、申

立人の申立期間に係る保険料を控除していたと考えられる」旨の回答が得られ



た。 

これらを含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間において、厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社における複数の同僚の記録

から判断すると、昭和 31年８月から 33年９月までは１万円、同年 10月から

35 年４月までは１万 2,000 円、同年５月から同年８月までは２万円とするこ

とが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は保険料を納付したと考えられる旨を回答しているものの、事業主による申

立てどおりの被保険者資格取得届及び申立期間に行われるべき事業主による

被保険者報酬月額算定基礎届及びこれに基づく定時決定などのいずれの機会

においても、社会保険事務所が記録の処理を誤るとは考え難いことから、事業

主は、昭和 35年９月１日を厚生年金保険の資格取得日として届け、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る 31年８月から 35年８月までの保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 5821 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記

録を平成 12年 11月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 15万円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 12年 11月１日から同年 12月４日まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、

Ａ社で勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いと回答をもらった。 

申立期間当時の給与明細書を提出するので、申立期間について、厚生年

金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人提出の給与明細書により、申立人が申立期間もＡ社に勤務し、申立

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められる。 

また、申立期間に係る標準報酬月額については、給与明細書の保険料控除

額から、15万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の

履行については、事業主は不明としているものの、社会保険事務所の記録に

おける資格取得日が雇用保険の記録における資格取得日と同一日となってお

り、社会保険事務所及び公共職業安定所の双方が誤って同じ資格取得日と記

録したとは考え難いことから、事業主が平成 12 年 12 月４日を資格取得日と

して届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年 11月の保険料に

ついて納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る申立期間の保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 5822 

  

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人の Ａ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店にお

ける資格取得日に係る記録を昭和 27年４月１日に訂正し、申立期間の標準報

酬月額を 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 27年４月１日から同年５月 24日まで 

夫の厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所（当時）に照会し

たところ、Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間について加入記録が無い

との回答をもらった。夫は、昭和 27 年４月から同社で勤務しており、申

立期間も、同社Ｃ支店に在籍していたのは間違いないので、厚生年金保険

被保険者であったことを認めてほしい。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社の人事記録及び雇用保険の記録から判断すると、申立人が申立期間に

Ａ社に勤務していたことが認められる。 

また、Ｂ社は、「申立期間は、新入社員の研修期間であり、全員同一処遇で

厚生年金保険料を控除していた。また、当時、試用期間は無く、社員は採用

時から健康保険及び厚生年金保険に加入させていた」としている。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店における

昭和 27 年５月の社会保険事務所の記録から、8,000 円とすることが妥当であ



る。 

なお、申立人の申立期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、厚生年金保険被保険者資格取得届の記載に誤りがあった

としていることから、事業主が昭和 27年５月 24日を資格取得日として届け、

その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年４月の保険料について納入

の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 5823 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、平成 16 年１月から同年

９月までの期間は 47 万円、同年 10 月から 17 年１月までの期間は 44 万円、

同年２月から同年８月までの期間は 47万円、同年９月及び同年 10月は 44万

円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人の申立期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基

づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除

く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

       生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年１月１日から 17年 11月 11日まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、

Ａ社に勤務した申立期間の標準報酬月額が、実際に受け取っていた給与額

より低く記録されていることが分かった。当時の給与明細書を提出するの

で、申立期間の標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標準

報酬月額を改定又は決定し記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が

源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに

基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれ

か低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人提出の給与明細書及びＡ社の源泉徴収簿兼賃金台帳か

ら、申立人の申立期間における標準報酬月額は、平成 16 年１月から同年９月

までの期間は 47万円、同年 10月から 17年１月までの期間は 44万円、同年２

月から同年８月までの期間は 47万円、同年９月及び同年 10月は 44万円とす

ることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主が実際の給与より低い報酬月額を届け出たとしていることから、その結果、

社会保険事務所は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく保険料について納入の

告知を行っておらず、事業主は、当該保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 5824 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格取

得日に係る記録を昭和 22年１月８日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 600

円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名  ：  男 

    基礎年金番号  ：   

    生 年 月 日  ：  大正 13年生 

    住    所  ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 22年１月８日から同年４月１日まで 

私は、Ａ社に昭和 20年 11月 28日に入社し、59年 10月 16日に同社を退

職するまで継続して勤務していた。 

昭和 22年１月８日にＡ社Ｃ工場から同社Ｄ工場に転勤となったが、同社

Ｄ工場における資格取得日が同年４月１日となっており、当該期間が厚生

年金保険の被保険者とされていないことに納得できない。申立期間を被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された人事記録及び複数の同僚の証言から判断すると、申立人

は申立期間にＡ社に継続して勤務し（昭和 22 年１月８日にＡ社Ｃ工場から同

社Ｄ工場に異動、厚生年金保険は同社本社で適用）、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 22

年４月の社会保険事務所（当時）の記録から、600円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情

は見当たらないことから、明らかではないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らないことから、行ったとは認められない。 



大阪厚生年金 事案 5825 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 34年４月３日から 37年７月４日までに係

る脱退手当金を受給していないものと認められることから、当該期間に係る脱

退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名  ：  女 

    基礎年金番号  ：   

    生 年 月 日  ：  昭和 19年生 

    住    所  ：   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 34年４月３日から 37年７月４日まで 

                    ② 昭和 37年７月４日から 38年 10月まで 

私は、昭和 34 年春、中学卒業後にＡ社に入社した。Ｂ業務を担当し、結

婚のために退職したが、平成 19 年になってこのときの厚生年金保険加入期

間が脱退手当金として支払われていることを知った。脱退手当金を請求して

おらず、受け取ってもいない。納得がいかないので調査してほしい（申立期

間①）。 

私は、結婚のためにＡ社を退職した。入籍は昭和 39 年５月だが、実際の

結婚式は 38年 11月＊日であり、その直前まで勤務した。しかし、厚生年金

保険の資格喪失日が 37 年７月４日となっていることに納得がいかない。申

立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい（申立期間②）。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①の脱退手当金は、Ａ社における厚生年金保険被保険者資格の喪失日

から約２年４か月後の昭和 39 年 11 月６日に支給されたこととなっているほか、

同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に記載されている申立人と同時

期（おおむね２年以内）に受給資格を満たし資格を喪失した女性６人のうち、脱

退手当金の支給記録が確認できたのは申立人のみであることを踏まえると、事業

主が申立人の委任を受けて代理請求したとは考え難い。 

また、申立人は、昭和 39 年５月＊日に婚姻・改姓しているが、厚生年金保険

被保険者記号番号払出簿及び健康保険厚生年金保険被保険者名簿に記載された

申立人の氏名は変更処理がなされておらず旧姓のままであり、申立期間の脱退手

当金は旧姓で請求されたものと考えられることから、申立人が脱退手当金を請求

したとは考え難い。 



これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間

①に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 

申立期間②において、申立人と同職種に従事していた同僚の陳述により、申立

人が申立期間の一部についてＡ社に在籍していたことが推定できる。 

しかし、申立期間当時の事業主は既に死亡しており、法人登記簿に記載されて

いる役員のうち、連絡が可能だった者からも申立人の申立期間における保険料控

除について確認はできなかった。 

また、現場事務の担当者は、「社会保険のことは不明」と陳述しており、同僚

が事務担当者として名前を挙げている者からは回答を得ることがでないことか

ら、申立人の申立期間における勤務実態及び保険料控除について確認することが

できない。 

このほか、申立人が申立期間②において事業主により給与から保険料が控除さ

れていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



大阪厚生年金 事案 5826 

 

第１ 委員会の結論 

事業主は、申立人が昭和 48年９月 21日に厚生年金保険被保険者の資格を喪

失した旨の届出を社会保険事務所（当時）に行ったことが認められることから、

申立人に係る厚生年金保険被保険資格の喪失日に係る記録を訂正することが

必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、12 万 6,000 円とすることが妥

当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：    

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年９月 21日から 48年９月 21日まで 

    私は、Ａ社（現在は、Ｂ社）へ昭和 42 年４月 28 日に入社し、45 年７月

に同社のグループ会社であるＣ社Ｄ支店へ出向した。その後、47 年８月 22

日に同社本社に転勤した後、48年９月 20日に退職したが、社会保険事務所

の記録では、47年９月 21日から退職日までの間、同社における厚生年金保

険の加入記録が欠落している。当該期間について、厚生年金保険に加入して

いたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の記録、Ｂ社から提出された申立人に係る在職証明書及び従業員台

帳から判断すると、申立人は、申立期間においてもＣ社に継続して勤務し、昭

和 48年９月 20日に同社を退職したことが認められる。 

また、Ｅ健康保険組合から提出された申立人に係る加入記録を見ると、申立

人が昭和48年９月21日に資格を喪失した記録及び当該資格喪失日までに決定

された同年 10月からの標準報酬月額が 13万 4,000円となった記録が確認でき

るが、社会保険事務所が保管する申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者

原票を見ると、同年 10月に標準報酬月額が 13万 4,000円と記録された後に二

重線で取り消されていることが確認できる。   

これらの状況から、社会保険事務所は、Ｃ社本社から昭和 48年 10月に係る

算定基礎届を受理していたが、申立人の資格の喪失に係る処理を行う際に、申



立人の資格喪失日を同年９月 21 日と記載すべきところ、誤って 47 年９月 21

日と記録したものと考えられる。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、事業主は、申立人が昭和 48年９月 21日に厚生年金保険被保険者の資格を

喪失した旨の届出を社会保険事務所に行ったことが認められる。 

   なお、申立期間の標準報酬月額は、申立人のＣ社における昭和 47 年８月の

社会保険事務所の記録から、12万 6,000円とすることが妥当である。 



大阪厚生年金 事案 5827  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 33年３月 23日から同年 11月 29日まで 

         ② 昭和 34年 10月 23日から 38年７月１日まで 

     厚生年金保険加入記録について社会保険事務所（当時）に照会申出書を

提出したところ、Ａ社に勤務していた期間について、脱退手当金支給済み

との回答を受けた。脱退手当金が支給されたとする時期は、Ａ社を一緒に

辞めた２人と共にＢ市内のＣ社で働いていた。 

脱退手当金は請求したことも受給したことも無く調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金は、Ａ社における厚生年金保険被保険者資格の喪失日

から約５か月後の昭和 38年 12月 10日に支給されたこととなっている。 

しかし、脱退手当金を支給する場合、本来、過去のすべての厚生年金保険被

保険者期間をその計算の基礎とするものであるが、申立期間①及び②の間にあ

るＤ社における被保険者期間については、その計算の基礎とされておらず未請

求となっており、申立人がこれを失念するとは考え難い上、同被保険者期間は

申立期間①及び②と同一の被保険者記号番号で管理されているにもかかわら

ず、支給されていない期間が存在することは事務処理上不自然である。 

また、申立人は脱退手当金が支給決定されたこととされている日から間もな

くしてＥ社に再就職し、厚生年金保険の被保険者となっていることを踏まえる

と、その直前に脱退手当金を請求するというのは不自然である。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。



大阪厚生年金 事案 5828 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格取

得日に係る記録を昭和 19年 10月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を、

同年 10月から 20年３月までは 130円、同年４月から 21年３月までは 140円、

同年４月から 22年５月までは 150円、同年６月から同年９月までは 600円と

することが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正４年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 19年 10月１日から 22年 10月１日まで 

夫の厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。

昭和８年に同社に入社し、同社の在外支店に勤務中、軍隊に召集され、22

年８月に復員後すぐに復職しており、申立期間も同社に継続して在籍してい

たのは間違いないので、申立期間について、厚生年金保険被保険者であった

ことを認めてほしい。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社保管の人事記録から、申立人が申立期間もＡ社に継続して在籍していた

ことが認められる。 

また、Ｂ社は、申立人について、「勤務形態から判断して、申立期間も厚生

年金保険に加入させるべきであると考えられるので、保険料も控除していたと

思われる」としている。 

さらに、申立人はＡ社の在外支店に勤務中に軍隊に召集されたと陳述してい

るところ、戦時中に在外支店で勤務し、軍隊に召集されたと陳述している同僚



は、オンライン記録において、申立期間に同社で継続して厚生年金保険に加入

していることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、厚生年金保険

被保険者として申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ｂ社保管の申立人に係る人事記

録における給与改定の記録から、昭和 19年 10月から 20年３月までは 130円、

同年４月から 21年３月までは 140円、同年４月から 22年５月までは 150円、

同年６月から同年９月までは 600円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は、不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事

情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らないことから、行ったとは認められない。 



大阪厚生年金 事案 5829 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ事業所における資格喪失日に係

る記録を昭和 29 年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万 8,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 13年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 29年６月１日から同年７月１日まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。

申立期間は、同社Ｂ事業所から同社Ｃ事業所に異動した時期であり、同社に

継続して勤務していたのは間違いないので、申立期間について、厚生年金保

険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録及び雇用保険の記録から判断すると、申立人が申立期間もＡ

社に継続して勤務し（Ａ社Ｂ事業所から同社Ｃ事業所に異動）、申立期間に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、異動日については、戸籍の附票により、申立人が昭和 29 年７月 12

日にＤ県Ｅ市からＦ県Ｇ市に転入したことが確認できることから、同年７月１

日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ事業所における

昭和 29年５月の社会保険事務所の記録から、１万 8,000円とすることが妥当

である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情

は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らないことから、行ったとは認められない。 



大阪厚生年金 事案 5830 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 62 年４月１日から同年５月１日までの厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められること

から、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を同年４月１日に訂正し、

当該期間の標準報酬月額を 18万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62年３月 18日から同年５月１日まで 

   厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回答を受けた。同

社に昭和 62年３月 18日から同年６月６日まで勤務していたこと、及び保険

料を控除されたことが記載されている源泉徴収票を提出するので、申立期間

について、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人提出の源泉徴収票の記載及び雇用保険の記録から判断すると、申立人

が昭和 62年３月 18日からＡ社に勤務し、申立期間のうち、同年４月の厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、資格取得日については、ほかの複数の従業員の記録から判断すると、

昭和 62年４月１日とすることが妥当である。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 62

年５月の社会保険事務所の記録から、18万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、当該事業所は既に厚生年金保険の適用事業所ではなく、元事業主は、保

険料を納付したか否かについては不明としており、このほかに確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得な

い。 



また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当た

らないことから、行ったとは認められない。 

一方、申立期間のうち、昭和 62年３月 18日から同年４月１日までの期間に

ついては、申立人提出の源泉徴収票に記載の社会保険料控除額が２か月分の控

除額であると推認されること、及び申立人はＡ社において、１か月の加入記録

が有り、上記認定の同年４月を加えると２か月の加入期間となることから、申

立人が当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5831 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、昭和 19 年 10 月１日から 22 年９月１日までの期間につい

て、事業主は、申立人が厚生年金保険被保険者の資格を 19年 10月１日に取得

し、22 年９月１日に喪失した旨の届出を社会保険事務所（当時）に行ったこ

とが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における厚生

年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要

である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、昭和 19 年 10 月から 21 年３月

までは 170 円、同年４月から 22 年５月までは 390 円、同年６月から同年８月

までは 600円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 明治 42年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 19年 10月１日から 22年９月１日まで 

         ② 昭和 48年２月 16日から同年４月まで  

夫の厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所に照会したところ、

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間①の加入記録及びＤ社に勤務した期間

のうち、申立期間②の加入記録が、それぞれ無いとの回答を受けた。申立期

間も両社でそれぞれ勤務していたことを証する両社発行の証明書を提出す

るので、申立期間について、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほ

しい。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、Ｂ社発行の職歴証明書から、申立人が申立期間もＡ

社に継続して勤務していたことが認められる。 

また、Ａ社Ｃ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び申立人に係

る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）を見ると、申立人は、同支店が厚生年

金保険の適用事業所となった昭和 19 年６月１日に被保険者資格を取得し、同

日付けで喪失しており、同名簿の備考欄には、「郵 除外」の記載が有ること

から、申立人は、同日時点で団体郵便年金に加入していたため、厚生年金保険



の適用を除外されたものと推認される。 

さらに、Ｂ社は、「昭和 19年６月１日当時、Ａ社の国内在籍者全員が団体郵

便年金に加入しており、同日に管轄社会保険事務所に資格取得届及び適用除外

申請を提出した。また、22 年９月１日の適用除外制度廃止に伴い、同日在籍

者の全員について、厚生年金保険の資格取得届を提出した」としている。 

加えて、日本年金機構の資料によれば、団体郵便年金に加入している場合に

は、厚生年金保険法の前身である労働者年金保険法の制定時から、「団体郵便

年金掛金の労働者年金保険への移管」、「団体郵便年金加入者に対する労働者年

金保険の適用除外」及び「団体郵便年金加入者に対する労働者年金保険に適用

されるに至った場合における被保険者期間の加算」という三つの調整が行われ

ており、厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）等に団体郵便年金加入の表示が

ある場合は、昭和 22 年９月を限度として、厚生年金保険の被保険者期間と認

めることとするとされている。 

これらを総合的に判断すると、昭和 19年 10 月１日から 22年９月１日まで

の期間について、事業主は、申立人が 19年 10月１日に厚生年金保険被保険者

の資格を取得し、22 年９月１日に資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所

に行ったことが認められることから、申立人のＡ社Ｃ支店における厚生年金保

険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店における昭

和 19 年６月の社会保険事務所の記録及び申立人と同一日に同支店において資

格を取得した元従業員の申立期間に係る被保険者記録から、同年 10月から 21

年３月までは 170円、同年４月から 22年５月までは 390円、同年６月から同

年８月までは 600円とすることが妥当である。 

申立期間②については、Ｄ社発行の在職証明書及び雇用保険の記録から、申

立人が申立期間に同社の非常勤取締役として勤務したことが認められる。 

しかし、Ｄ社は、「非常勤取締役の勤務は不定期であり、業務内容について

も、資料を自宅へ送付して、電話などで意見をいただくというものであり、本

店へ出勤することはほとんどなかったと思われる。申立期間当時の賃金台帳等

の資料は保管されておらず、保険料控除の状況は不明であるが、現在、申立人

と同じ役職の取締役は出勤を要せず、厚生年金保険に加入させていない」とし

ている。 

また、戸籍の附票によれば、申立人は、昭和 48 年２月８日にＥ市からＦ市

に転居したことが確認できるところ、申立人の子は、「父は、昭和 47年にＥ市

に転居後、持病が悪化したため、48 年２月ごろにＦ市に帰ってきた」と陳述

している。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料及び周

辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5832 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主は、申立人が昭和 27年１月 24日に厚生年金保険被保険者の資格を取

得した旨の届出を社会保険事務所（当時）に行ったことが認められることから、

申立人のＡ社Ｂ支社における厚生年金保険被保険者資格の取得日に係る記録

を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については 8,000 円とすることが妥当であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

     生 年 月 日 ： 大正 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 27年４月１日から同年６月１日まで 

    私は、昭和 22年７月に復員したあと、Ｃ社（現在は、Ａ社）に入社した。 

昭和 26 年５月１日にＣ社Ｄ支店Ｅ支社からＡ社Ｂ支社への異動の辞令を

受け、27年に異動し、44年８月 13日に退職するまで継続して勤務した。 

しかし、ねんきん特別便を見ると、申立期間が厚生年金保険の未加入期間

とされており、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ社及び同僚の陳述並びに雇用保険の加入記録より、申立人が申立期間にお

いて同社に継続して勤務していたことが認められる。 

また、Ａ社では、被保険者ごとに「厚生年金被保険者台帳」を作成しており、

申立人に係る同被保険者台帳では、昭和 27年１月 24日にＡ社Ｂ支社において

被保険者資格を取得した旨記載されていることから、同社Ｂ支社が申立人の資

格取得日を同年６月１日と誤って社会保険事務所に届け出たとは考え難い。 

さらに、Ａ社Ｂ支社における申立人の厚生年金保険被保険者資格の取得日に

ついては、社会保険事務所が保管している健康保険厚生年金保険被保険者名簿

において、オンライン記録どおりの「昭和 27 年６月１日」とされているもの

が存在する一方で、同社が保管している上記被保険者台帳どおりの「昭和 27

年１月 24 日」とされている書き換え後の健康保険厚生年金保険被保険者名簿

も存在しており、社会保険事務所の記録管理に不備があったことがうかがえる。 



これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 27年１月 24日に厚

生年金保険被保険者の資格を取得した旨の届出を社会保険事務所に行ったこ

とが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｅ支社に係る健康

保険厚生年金保険被保険者名簿の昭和 27 年３月の記録及び同社Ｂ支社に係る

同名簿の同年６月の記録から、8,000円とすることが妥当である。 



大阪厚生年金 事案 5833 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ部門における

資格取得日に係る記録を昭和 28 年４月１日に、資格喪失日に係る記録を 30

年７月１日に、Ａ社Ｄ部門における資格喪失日に係る記録を 32 年５月２日に

訂正し、申立期間の標準報酬月額を、28年４月は 8,000円、30 年５月及び同

年６月は１万 4,000 円、32 年２月から同年４月までは１万 8,000 円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 28年４月１日から同年５月 11日まで 

             ② 昭和 30年５月 21日から同年７月１日まで 

             ③ 昭和 32年２月 21日から同年５月２日まで 

厚生年金保険の加入期間について、社会保険事務所（当時）に照会したと

ころ、Ｅ社（現在は、Ｂ社）、Ａ社Ｃ部門、同社Ｄ部門及びＡ社に勤務し

ていた期間のうち、申立期間について加入記録が無いとの回答をもらった。

私は、Ｅ社に昭和 28年４月１日に入社し、申立期間も含め平成２年８月 20

日まで継続して勤務していたので、当該期間を厚生年金保険の被保険者期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ｅ社の人事記録及び雇用保険の記録から、申立人が申

立期間においてＡ社Ｃ部門に勤務していたことが確認できる。 

また、Ｂ社提出の「福祉年金受給申込書」の事業場処理欄には勤続 37 年５

月と記載されており、申立期間も当該福祉年金の対象月数となっていることが

確認できる。さらに、同社の担当者は、「申立期間についても保険料を控除し

ていた」旨陳述している。 



これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ部門における昭

和 28年５月の社会保険事務所の記録から、8,000円とすることが妥当である。 

申立期間②及び③について、Ｅ社の人事記録、健康保険資格喪失証明書の記

録、健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書の記録及び雇用保険の

記録から判断すると、申立人が申立期間も同社及び関連会社であるＡ社に継続

して勤務し（昭和 30年７月１日にＡ社Ｃ部門から同社Ｄ部門へ異動、32年５

月２日に同社Ｄ部門からＡ社へ異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額について、昭和 30 年５月及び同年６月は、

申立人のＡ社Ｃ部門における同年４月の社会保険事務所の記録から１万

4,000円、32年２月から同年４月までは、申立人の同社Ｄ部門における同年１

月の社会保険事務所の記録から１万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間①、②及び③に係る厚生年金保険料の事業主による

納付義務の履行については、事業主は、保険料を納付したか否かについては不

明としており、当時の事情を確認できる資料等も見当たらず、このほかに確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せ

ざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立期間①、②及び③に係る申立てどおりの被保険者資格の取得日及び喪失

日に係る届出を社会保険事務所に対して行ったか否かについては、これを確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、行ったとは認められな

い。 



大阪厚生年金 事案 5834 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社Ｂ工場における厚生年金保険被保険者の資格取得日は昭和 21

年２月１日、資格喪失日は 26 年８月１日であると認められることから、申立

人に係る厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正す

ることが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、昭和 21 年２月及び同年３月は

90円、同年４月から同年７月までは 270円、同年８月から 22年５月までは 240

円、同年６月から 23年７月までは 600円、同年８月から同年 11月までは 1,800

円、同年 12月から 24 年４月までは 4,200円、同年５月から 26年７月までは

5,000円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 20年８月 31日から 24年３月まで 

    私は、昭和 19年 10月からＡ社Ｂ工場でＣ職として、申立期間も同社Ｂ工

場に勤務していたはずである。申立期間が厚生年金保険の被保険者期間とさ

れていないのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社Ｂ工場に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、基礎年金番

号に未統合となっている申立人と氏名が一字違いで、読み方及び生年月日が一

致する昭和21年２月１日から26年８月１日までの期間に係る被保険者記録が

確認できる。 

また、申立人は、「申立期間当時、自分と同じ名前の人物は、ほかにはいな

かった」と陳述しているところ、同僚のうち一人は、「申立人を覚えており、

同姓同名の者はほかにいなかった」旨陳述している。 

これらを総合的に判断すると、当該未統合の記録は、申立人の厚生年金保険

被保険者記録であると認められ、申立人のＡ社Ｂ工場における資格取得日は昭

和 21年２月１日、資格喪失日は 26年８月１日であると認められる。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、Ａ社Ｂ工場に係る健康保険厚生



年金保険被保険者名簿に記載されている上記の未統合となっている申立人の

記録から、昭和 21年２月及び同年３月は 90円、同年４月から同年７月までは

270円、同年８月から 22年５月までは 240円、同年６月から 23年７月までは

600 円、同年８月から同年 11 月までは 1,800 円、同年 12 月から 24 年４月ま

では 4,200円、同年５月から 26年７月までは 5,000円とすることが妥当であ

る。 

一方、申立期間のうち、昭和 20年８月 31日から 21年２月１日までの期間

については、申立人及び同僚から、「終戦後しばらくの期間、工場が閉鎖にな

っていた」と陳述しており、Ａ社Ｂ工場における在籍及び保険料控除をうかが

わせる事情等も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間のうち、昭和 20年８月 31日か

ら 21 年２月１日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5835 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、Ａ社における申立人の被保険者記録のうち、申

立期間に係る資格喪失日（昭和 35 年３月 10 日）及び資格取得日（昭和 35 年

９月 12日）を取り消し、昭和 35年３月から同年６月までの標準報酬月額を１

万 8,000円、同年７月及び同年８月の標準報酬月額を２万 8,000円とすること

が必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35年３月 10日から同年９月 12日まで 

私は、昭和 31年８月から 38年１月末までＡ社に継続して勤務していた。 

しかし、社会保険事務所（当時）の記録では、昭和 35年３月 10日から同

年９月 12 日までが厚生年金保険の未加入期間とされているので、申立期間

を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、社会保険事務所の記録では、Ａ社において昭和 31年８月 21日に

厚生年金保険の被保険者の資格を取得し、35 年３月 10 日に資格を喪失後、同

年９月 12 日に同社において資格を再取得しており、申立期間の被保険者記録

が無い。 

しかし、Ａ社の元事業主及び同社における申立期間当時の経理事務担当者の

陳述から、申立人が申立期間において同社に継続して勤務したことが認められ

る。 

また、上記のＡ社の元事業主及び経理事務担当者は、「申立人の業務内容及

び勤務形態に変更は無く、申立期間の給与から厚生年金保険料を控除してい

た」旨陳述している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を



事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 35

年２月及び同年９月の社会保険事務所の記録及び同僚の標準報酬月額から、35

年３月から同年６月までは１万 8,000 円、同年７月及び同年８月は２万 8,000

円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主から申立人に係る被保険者資格の喪失届及び取得届が提出されていないに

もかかわらず、社会保険事務所がこれを記録することは考え難いことから、事

業主が社会保険事務所の記録どおりの資格の喪失及び取得の届出を行ってお

り、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 35 年３月から同年８月

までの保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告

知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料

を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 5836 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 40 年５月１日から同年８月１日までの期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を同年５月１日

に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万 2,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 40年３月から同年８月１日まで 

             ② 昭和 40年９月 25日から 41年３月まで 

私は、昭和 40 年３月に定時制の高等学校への入学が決定した際、Ａ社に

入社し、昼間は同社のＢ部門で勤務した。 

Ａ社には、昭和 41 年３月に全日制の別の高等学校に合格して同社を退職

するまで勤務したが、社会保険事務所（当時）の記録では、同社での厚生年

金保険被保険者期間が40年８月１日から同年９月25日までとされているた

め、申立期間を厚生年金保険被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、Ａ社での申立人の雇用保険被保険者資格の取得日は昭

和 40 年６月１日となっているが、同年５月１日に同社での雇用保険及び厚生

年金保険の被保険者資格を取得している同僚の陳述から、申立人が同年５月１

日から同社に勤務していたことが推定できる。 

   また、Ａ社の申立期間当時のＣ職は、「当時、中学校からの紹介で、定時制

高等学校の通学者を受け入れており、５人程度の定時制高等学校在学者がいた

記憶がある。同社では、これらの者も厚生年金保険に加入させていたはずであ

る」旨陳述している上、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から申

立期間における同社在籍が確認でき、当時、定時制高等学校の通学者であった

とする同僚は、「同社における私の厚生年金保険被保険者資格の取得日は、入



社時期と符合していると思う」旨陳述している。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間①のうち、昭和 40 年５

月１日から同年８月１日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 40

年８月の社会保険事務所の記録から、１万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当た

らないことから、行ったとは認められない。 

一方、申立期間①のうち、昭和 40 年３月から同年５月１日までの期間につ

いて、Ａ社は、「当時の資料は廃棄済みであり、申立人の在籍状況及び厚生年

金保険料の控除の状況は不明である」旨回答している上、同社に係る健康保険

厚生年金保険被保険者名簿から申立期間における在籍が確認できる複数の同

僚に照会したものの、申立人の在籍状況及び厚生年金保険料の控除の状況に関

する陳述は得られなかった。 

申立期間②について、雇用保険加入記録から、申立人のＡ社での離職日が昭

和 40年 10月１日であることが確認できるが、雇用保険の同社離職日が申立人

と同一日である同僚の厚生年金保険被保険者資格の喪失日も申立人と同一日

の同年９月 25 日となっていることが、当該同僚の雇用保険加入記録及び同社

に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から確認できる。 

また、Ａ社は、「当時の資料は廃棄済みであり、申立人の在籍状況及び厚生

年金保険料の控除の状況は不明である」旨回答している上、同社に係る健康保

険厚生年金保険被保険者名簿から申立期間における同社在籍が確認できる複

数の同僚に照会したものの、申立人の在籍状況及び厚生年金保険料の控除の状

況に関する陳述は得られなかった。 

このほか、申立人が申立期間①のうち、昭和 40 年３月から同年５月１日ま

での期間及び申立期間②の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①のうち、昭和 40 年３月から

同年５月１日までの期間及び申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5837 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 30年４月２日から 31年３月 20日まで 

             ② 昭和 32年２月７日から 34年４月２日まで 

             ③ 昭和 36年６月１日から 37年１月 16日まで 

社会保険事務所（当時）の記録では、私がＡ社及びＢ社に勤務していた期

間に係る脱退手当金が支給済みとされている。 

しかし、私は、脱退手当金を請求しておらず、受給していないので、申立

期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

脱退手当金を支給する場合、本来、過去のすべての厚生年金保険被保険者期

間をその計算の基礎とするものであるが、申立期間の間にある被保険者期間に

ついてはその計算の基礎とされておらず未請求となっている。しかしながら、

申立人が当該期間を失念するとは考え難い上、未請求となっている被保険者期

間と申立期間である３回の被保険者期間は同一の厚生年金保険被保険者台帳

記号番号で管理されているにもかかわらず、支給されていない期間が存在する

ことは事務処理上不自然である。 

また、申立人が申立期間に勤務した最終事業所における厚生年金保険の加入

期間は脱退手当金の請求要件である 24 か月に満たない７か月である上、当該

事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人の前後に記

載されている計 60 人のうち、脱退手当金を受給している女性は４人中１人と

少ないことを踏まえると、事業主が申立人の委任を受けて代理請求したとは考

え難い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



大阪厚生年金 事案 5838  

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、当該期間のうち、

平成 12年９月を 20万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主が平成 12 年９月に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く）を納付

する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成２年 12月１日から８年１月１日まで 

  ② 平成８年１月１日から同年７月１日まで 

  ③ 平成８年 12月１日から 15年１月 16日まで 

   私は、平成２年12月１日から 15年１月16日までＡ社で勤務していたが、

申立期間について、実際に受け取っていた報酬額に比べて標準報酬月額が

低い額とされているので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間における報酬額と標準報酬月額の相違について申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立

人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これ

らの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することになる。 

したがって、申立期間のうち、平成 12 年９月の標準報酬月額については、

申立人が所持する支払明細書において確認できる保険料控除額（健保厚生補

助）及び報酬月額から、20万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、当該

事業所が平成15年６月10日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなって

いるため不明であり、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 



また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所に対して行った

か否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないこ

とから、行ったとは認められない。 

申立期間①については、申立人が所持する支払明細書から、厚生年金保険料

として控除された金額から算出した標準報酬月額は、オンライン記録と一致し

ていることが確認できる。 

申立期間②及び③のうち、平成 12 年９月を除く期間については、申立人が

所持する支払明細書から、厚生年金保険料として控除された金額から「健保厚

生補助」の金額を差し引いて算出した標準報酬月額は、オンライン記録と一致

していることが確認できる。 

ところで、申立人と同時期にＡ社に勤務していた従業員２名は、「Ａ社で勤

務する者は、完全歩合制のＢ職で、契約が１件も取れない月の収入は無かった。

月によって約 30万円から 100万円まで収入のばらつきがあったので、一定額

を標準報酬として社会保険事務所に届出していたのではないか」、「Ｃ社の保険

料負担額を減らすために低く届出していたと思う」と陳述しており、申立人と

同じ職種であった多数の従業員の標準報酬月額は、同額又はほぼ同額であるこ

とが確認でき、申立人の標準報酬月額のみが、ほかの従業員の取扱いと異なり

低額であるという事情は見当たらない。 

また、申立期間②及び③の「健保厚生補助」について、申立人と同じ班に所

属していたとする２名の同僚は、「名称は記憶していないが、給与として会社

負担分の保険料をいったん支給し、それに本人負担分を合わせた額を控除され

ていた」、「社会保険料は会社が半額負担と決められているので、控除される保

険料の半額を会社が給与として負担していたと思う」と陳述していることから、

同じ班に所属している同僚は、申立人と同様の取扱いをされていたことが推察

され、申立人が負担した厚生年金保険料は、申立人に係るオンライン記録の標

準報酬月額に基づいて算出された保険料の半額に相当する額であることが認

められる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①、②及び申立期

間③のうち、平成 12 年９月を除く期間について、その主張する標準報酬月額

に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めるこ

とはできない。 



大阪厚生年金 事案 5839  

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における被保険者記録のう

ち、申立期間に係る資格喪失日（昭和 26年 10月 20日）及び資格取得日（昭

和 27年 11月 10日）を取り消し、申立期間の標準報酬月額を 4,500円とする

ことが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 26年 10月 20日から 27年 11月 10日まで 

    社会保険事務所（当時）に夫の厚生年金保険の加入状況について照会した

ところ、申立期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。Ｃ県のＡ社におい

て、同社Ｂ工場が主管工場となっていた中で、同社Ｄ工場に勤務しており、

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

    （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、社会保険事務所の記録では、Ａ社Ｂ工場において昭和 26 年４月

20 日に厚生年金保険被保険者の資格を取得し、同年 10 月 20 日に資格を喪失

後、27 年 11 月 10 日に同社Ｂ工場において資格を再取得しており、申立期間

の被保険者記録が無い。 

   しかしながら、雇用保険の記録及び同僚の証言から、申立人は、申立期間も

継続してＡ社で勤務していたことが認められる。 

   また、申立人と同様にＡ社Ｄ工場で勤務していた同僚は、申立期間に同社Ｂ

工場において厚生年金保険の記録が継続していることがオンライン記録によ

り確認できる。 

   さらに、申立人の妻は、「夫は、Ｅ業務などの仕事を変わることなく続けて



いた」旨陳述しているところ、申立期間にＡ社Ｂ工場において厚生年金保険に

継続して加入している上記同僚は、「申立人は、事務の仕事をしていた」旨陳

述していることから、申立期間において申立人の業務内容及び勤務実態に変更

が無かったことがうかがえる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたものと認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ工場における昭

和 26年９月の社会保険事務所の記録から、4,500円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明としているものの、事業主から申立人に係る被保険者資格の喪失届及

び取得届が提出されていないにもかかわらず、社会保険事務所がこれを記録す

るとは考え難いことから、事業主が社会保険事務所の記録どおりの資格の喪失

及び取得の届出を行っており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭

和 26年 10月から 27年 10月までの保険料について納入の告知を行っておらず

(社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険

料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。)、事業主は、申立期間

に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 5840  

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を平成

８年５月 25日に、資格喪失日に係る記録を同年 12月 19日に訂正し、申立期

間の標準報酬月額を 20万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 平成８年５月 25日から同年 12月 19日まで 

社会保険事務所(当時)に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、申

立期間に係る厚生年金保険の加入記録が無い旨の回答を得た。 

申立期間におけるＡ社の給料明細書を提出するので、申立期間について

厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及び申立人から提出された平成８年８月及び同年９月の給

料明細書から判断すると、申立人がＡ社に継続して勤務し、申立期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、平成８年８月及び同年９月の給

料明細書の厚生年金保険料控除額から、20万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は納付したとしているが、仮に、事業主から申立人に係る被保険者資格取得

届が提出された場合には、その後の被保険者報酬月額算定基礎届及び被保険者

資格喪失届も提出する機会があったこととなるが、いずれの機会においても社

会保険事務所が当該届出を記録しないとは考え難いことから、事業主から社会

保険事務所へ資格の取得及び喪失等に係る届出は行われておらず、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る平成８年５月から同年 11 月までの厚生年金

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 5841  

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を昭和

39年１月 21日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万 6,000円とすること

が必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年１月 21日から同年２月 10日まで              

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、申

立期間について加入記録が無いとの回答をもらった。昭和 39年１月 21日付

けでＢ県のＡ社からＣ県の同社Ｄ工場へ転勤し、申立期間において継続して

勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   給与明細書及び雇用保険の記録から判断すると、申立人が申立期間もＡ社に

継続して勤務し（昭和 39年１月 21日にＢ県のＡ社からＣ県の同社Ｄ工場に異

動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 39 年２月分の給与明細書

において確認できる報酬月額から、１万 6,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについて、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ないことから、行ったとは認められない。 



大阪厚生年金 事案 5842  
 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成６年７月 25 日から同年９月５日までの厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認められることから、

申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を同年９月５日に訂正し、同年７

月及び同年８月の標準報酬月額を 30万円とすることが必要である。 

   また、申立期間のうち、平成６年９月５日から８年７月１日までの期間につ

いては、当時、Ａ社は社会保険事務所(当時)の記録では厚生年金保険の適用事

業所となっていないが、適用事業所の要件を満たしていたと認められるところ、

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められることから、申立人の同事業所における資格取得日に係る記録

を６年９月５日に、資格喪失日に係る記録を８年７月１日に訂正し、６年９月

から同年 10月までの標準報酬月額を 30万円とし、同年 11月から８年６月ま

での標準報酬月額を 26万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を  

履行していないと認められる。 
 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

住 所 ：  
 

  ２ 申立内容の要旨   

 申 立 期 間 ： ① 平成６年７月 25日から同年９月５日まで 

             ② 平成６年９月５日から８年７月１日まで  

社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録について照会したところ、Ａ社

に勤務していた期間のうち、申立期間の記録が無い旨の回答をもらった。同

事業所に継続して勤務していたことに間違いないので、申立期間を厚生年金

保険の被保険者として認めてほしい。 
 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、雇用保険の記録、給料支払明細書及び複数の同僚の

証言から、申立人がＡ社に継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間①の標準報酬月額については、給料支給明細書の保険料控除



額から、30万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、社会保険事務所の記録どおり申立人に係る資格喪失届を行ったことを認

めており、その結果、社会保険事務所は申立人に係る平成６年７月及び同年８

月の保険料について納入の告知を行っておらず(社会保険事務所が納入告知を

行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還

付した場合を含む。)、事業主は、申立期間①に係る保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

申立期間②については、雇用保険の記録、給料支給明細書及び複数の同僚の

証言から、申立人は、申立期間にＡ社に勤務し、事業主により給与から厚生年

金保険料が控除されていたことが認められる。 

一方、社会保険事務所の記録では、Ａ社は、平成元年 10 月２日付けで厚生

年金保険法第６条第３項の規定により任意適用事業所となっており、６年９月

５日付けで休業を理由に厚生年金保険の適用事業所ではなくなった後、８年７

月１日付けで再度、適用事業所となっており、申立期間②は適用事業所となっ

ていない。 

また、厚生年金保険法第６条第１項の規定では、厚生年金保険の強制適用事

業所となる要件は、常時５人以上の従業員を使用することとされているが、申

立期間②当時、申立人及び２人の同僚は、Ａ社の従業員は３人であったと陳述

しており、この要件は満たしていなかったものと考えられる。 

しかし、厚生年金保険法第８条第２項は、任意適用事業所を適用事業所でな

くするためには、従業員の４分の３以上の同意を得て厚生労働大臣の認可を受

けなければならないと規定しているところ、Ａ社では、申立期間②当時、申立

人及び同僚２人は、「社会保険の適用でなくなることについて事業主から全く

説明を受けていない」と陳述していることからすれば、上記の従業員の同意が

なかったものと推認でき、事業主が行ったＡ社を任意適用事業所でなくする手

続に瑕疵
か し

があったと認められる。 

以上のことから、申立期間②は、Ａ社が、適用事業所ではなくなった平成６

年９月５日以降の期間であるものの、被保険者の利益保護の観点から規定され

た厚生年金保険法第８条第２項の趣旨に加え、当該期間においても同事業所は、

引き続き従業員３人を擁して事業活動を継続していたことから判断すると、当

該期間に申立人の給与から控除されていた厚生年金保険料については、任意適

用事業所であった期間における場合と同様の取扱いとすべきものと考えられ

る。 

このため、申立人は、申立期間②において、厚生年金保険の被保険者であり、

事業主により厚生年金保険料を控除されていたと認められる。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、給料支払明細書の保険料控除

額から、６年９月から同年 10月までを 30万円とし、同年 11月から８年６月



までを 26万円とすることが妥当である。 

なお、Ａ社は、申立期間②において適用事業所とされていなかったことから、

社会保険事務所は、申立人に係る保険料について納入の告知を行っておらず、

事業主は、申立人の当該期間に係る保険料を納付する義務を履行していないも

のと認められる。 



大阪厚生年金 事案 5843   

 

第１ 委員会の結論 
   申立人は、平成 19年３月 15日に支給された賞与において、２万円の標準賞

与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を２万円に訂正するこ

とが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

       生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年３月 15日 

    申立期間に支給された賞与が社会保険事務所（当時）に未届けとなってい

るが、賞与額に見合った保険料が控除されている。 

申立期間の標準賞与額に係る記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社提出の支給明細書（賞与）により、申立人は、平成 19年３月 15日に支

給された賞与において、２万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立期間に係る「健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届」を社会保

険事務所に提出しておらず、保険料も納付していないと回答していることから、

社会保険事務所は、申立人に係る平成 19年３月 15日の標準賞与額に基づく保

険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る当該保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 5844 

 

第１ 委員会の結論 
   申立人は、平成 19 年３月 15 日に支給された賞与において、11 万 4,000 円

の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たことが認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を 11万 4,000

円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

       生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住    所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年３月 15日 

    申立期間に支給された賞与が社会保険事務所（当時）に未届けとなってい

るが、賞与額に見合った保険料が控除されている。 

申立期間の標準賞与額に係る記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社提出の支給明細書（賞与）により、申立人は、平成 19年３月 15日に支

給された賞与において、11 万 4,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立期間に係る「健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届」を社会保

険事務所に提出しておらず、保険料も納付していないと回答していることから、

社会保険事務所は、申立人に係る平成 19年３月 15日の標準賞与額に基づく保

険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る当該保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 5845 

 

第１ 委員会の結論 
   申立人は、平成 19 年３月 15 日に支給された賞与において、11 万 4,000 円

の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たことが認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を 11万 4,000

円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

       生 年 月 日 ： 昭和 36年生 

    住    所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年３月 15日 

    申立期間に支給された賞与が社会保険事務所（当時）に未届けとなってい

るが、賞与額に見合った保険料が控除されている。 

申立期間の標準賞与額に係る記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社提出の支給明細書（賞与）により、申立人は、平成 19年３月 15日に支

給された賞与において、11 万 4,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立期間に係る「健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届」を社会保

険事務所に提出しておらず、保険料も納付していないと回答していることから、

社会保険事務所は、申立人に係る平成 19年３月 15日の標準賞与額に基づく保

険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る当該保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 5846 

 

第１ 委員会の結論 
   申立人は、平成 19 年３月 15 日に支給された賞与において、10 万 9,000 円

の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たことが認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を 10万 9,000

円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

       生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

    住    所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年３月 15日 

    申立期間に支給された賞与が社会保険事務所（当時）に未届けとなってい

るが、賞与額に見合った保険料が控除されている。 

申立期間の標準賞与額に係る記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社提出の支給明細書（賞与）により、申立人は、平成 19年３月 15日に支

給された賞与において、10 万 9,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立期間に係る「健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届」を社会保

険事務所に提出しておらず、保険料も納付していないと回答していることから、

社会保険事務所は、申立人に係る平成 19年３月 15日の標準賞与額に基づく保

険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る当該保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 5847 

 

第１ 委員会の結論 
   申立人は、平成 19 年３月 15 日に支給された賞与において、11 万 2,000 円

の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たことが認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を 11万 2,000

円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

       生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

    住    所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年３月 15日 

    申立期間に支給された賞与が社会保険事務所（当時）に未届けとなってい

るが、賞与額に見合った保険料が控除されている。 

申立期間の標準賞与額に係る記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社提出の支給明細書（賞与）により、申立人は、平成 19年３月 15日に支

給された賞与において、11 万 2,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立期間に係る「健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届」を社会保

険事務所に提出しておらず、保険料も納付していないと回答していることから、

社会保険事務所は、申立人に係る平成 19年３月 15日の標準賞与額に基づく保

険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る当該保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 5848 

 

第１ 委員会の結論 
   申立人は、平成 19年３月 15日に支給された賞与において、２万円の標準賞

与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を２万円に訂正するこ

とが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

       生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

    住    所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年３月 15日 

    申立期間に支給された賞与が社会保険事務所（当時）に未届けとなってい

るが、賞与額に見合った保険料が控除されている。 

申立期間の標準賞与額に係る記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社提出の支給明細書（賞与）により、申立人は、平成 19年３月 15日に支

給された賞与において、２万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立期間に係る「健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届」を社会保

険事務所に提出しておらず、保険料も納付していないと回答していることから、

社会保険事務所は、申立人に係る平成 19年３月 15日の標準賞与額に基づく保

険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る当該保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 5849 

 

第１ 委員会の結論 
   申立人は、平成 19年３月 15日に支給された賞与において、１万円の標準賞

与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を１万円に訂正するこ

とが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

       生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

    住    所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年３月 15日 

    申立期間に支給された賞与が社会保険事務所（当時）に未届けとなってい

るが、賞与額に見合った保険料が控除されている。 

申立期間の標準賞与額に係る記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社提出の支給明細書（賞与）により、申立人は、平成 19年３月 15日に支

給された賞与において、１万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立期間に係る「健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届」を社会保

険事務所に提出しておらず、保険料も納付していないと回答していることから、

社会保険事務所は、申立人に係る平成 19年３月 15日の標準賞与額に基づく保

険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る当該保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 



大阪国民年金 事案 4040 

 

第１ 委員会の結論 

  申立人の昭和 36 年４月から 40 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 40年３月まで 

私は、妻から昭和 36 年秋ごろに、Ａ県Ｂ市の当時の自宅に来た町内会の

役員から国民年金に加入するように勧められ、その役員を通じて、妻が夫婦

二人分の国民年金の加入手続を行い、妻が、夫婦二人分の国民年金保険料を

約１年分まとめてさかのぼって納付した記憶があると聞いている。 

その後、Ｂ市に住んでいる時は、毎月、妻が自宅に集金に来る町内会の役

員に夫婦二人分の保険料を一緒に納付していた。   

申立期間の保険料が未納と記録されていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、その妻が昭和 36 年秋ごろに国民年金の加入手続を行い、申立期

間の国民年金保険料を加入当初に約１年分をまとめてさかのぼって納付した

後、定期的に集金人に、夫婦二人分の保険料を一緒に納付してくれたと申し立

てている。 

しかし、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 40年 11月ごろにその妻と

同日付けで払い出されていることが確認でき、この時点において申立期間の保

険料は現年度納付できず、一部期間の保険料は、制度上、時効により納付する

ことができない。 

また、基本的に現年度保険料しか取り扱わない市町村の集金人に、過年度保

険料を納付することはできず、申立人の妻の陳述と符合しない。 

さらに、申立人に係る複数の氏名別読みによる検索及び申立期間当時に申立

人夫婦が居住していたＡ県Ｂ市を管轄する社会保険事務所（当時）が保管する

国民年金手帳記号番号払出簿の内容の調査、確認をしたが、申立人に対して別

の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらない。  



加えて、申立人の保険料を納付していたとするその妻も、申立期間の保険料

は未納である上、申立人及びその妻に係るＢ市の国民年金被保険者名簿を見る

と、手帳記号番号払出し後の昭和 41年１月にそれぞれ 40年４月から同年９月

までの保険料をまとめてさかのぼって納付したことが記載されており、申立人

の妻が、国民年金加入時に保険料をまとめてさかのぼって納付したと記憶する

のは、この時の保険料の納付のことであった可能性も否定できない。 

このほか、申立人の妻が、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書控え等）は無く、申立期間の保険料が納付

されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 4041 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36年４月から 40年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 40年３月まで 

私は、昭和 36 年秋ごろに、Ａ県Ｂ市の当時の自宅に来た町内会の役員か

ら国民年金に加入するように勧められ、その役員を通じて、夫婦二人分の国

民年金の加入手続を行い、その際、夫婦二人分の国民年金保険料を約１年分

まとめてさかのぼって納付した記憶がある。 

その後、Ｂ市に住んでいる時は、毎月、自宅に集金に来る町内会の役員に

夫婦二人分の保険料を一緒に納付していた。   

申立期間の保険料が未納と記録されていることに納得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 36 年秋ごろに国民年金の加入手続を行い、申立期間の国民

年金保険料を加入当初に約１年分をまとめてさかのぼって納付した後、定期的

に集金人に、夫婦二人分の保険料を一緒に納付したと申し立てている。 

しかし、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 40年 11月ごろにその夫と

同日付けで払い出されていることが確認でき、この時点において申立期間の保

険料は現年度納付できず、一部期間の保険料は、制度上、時効により納付する

ことができない。 

また、基本的に現年度保険料しか取り扱わない市町村の集金人に、過年度保

険料を納付することはできず、申立人の陳述と符合しない。 

さらに、申立人に係る複数の氏名別読みによる検索及び申立期間当時に申立

人夫婦が居住していたＡ県Ｂ市を管轄する社会保険事務所（当時）が保管する

国民年金手帳記号番号払出簿の内容の調査、確認をしたが、申立人に対して別

の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらない。  

加えて、申立人が一緒に保険料を納付していたとする申立人の夫も、申立期



間の保険料は未納である上、申立人及びその夫に係るＢ市の国民年金被保険者

名簿を見ると、手帳記号番号払出し後の昭和 41年１月にそれぞれ 40年４月か

ら同年９月までの保険料をまとめてさかのぼって納付したことが記載されて

おり、申立人が、国民年金加入時に保険料をまとめてさかのぼって納付したと

記憶するのは、この時の保険料の納付のことであった可能性も否定できない。 

このほか、申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書控え等）は無く、申立期間の保険料が納付され

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 4042 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 45年４月から 46年５月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年４月から 46年５月まで 

      高度経済成長の中、勤めていた会社を会社事情の様な形で余儀なく退社し

た。第一子がまもなく誕生だったので、なおさらのこと国民健康保険への加

入は待った無しであり、国民健康保険と同時に国民年金に加入したものと記

憶している。この当時はＡ会が開催され、Ｂ市及びＣ市はそのＡ会の関係者

で人口が増えて、加入手続の処理がおろそかになったと思う。 

申立期間の未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、会社を退社してすぐに国民年金に加入し、申立期間の国民年金保

険料を納付していたと申し立てている。 

   そこで、申立人の国民年金の加入状況をみると、オンライン記録から、平成

18年８月 31日付けで被保険者資格を取得するまで国民年金に加入した形跡が

無く、申立期間は国民年金未加入期間となり、制度上、保険料を納付すること

はできない。 

   また、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付を自分で行ったと陳

述しているが、加入時の状況及び納付方法の具体的な記憶はともに定かではな

い。 

   さらに、申立人と一緒に保険料を納付したとする元妻の納付状況をみると、

オンライン記録から、申立期間は元妻も国民年金未加入期間となっていること

が確認できる。 

   加えて、別の国民年金手帳記号番号による納付の可能性について、類似した

氏名を含む氏名検索を行ったほか、当時の住所地における国民年金手帳記号番

号払出簿の内容を確認したが、その存在をうかがわせる形跡は見当たらない。 



そのほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

係資料（家計簿、確定申告書控え等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付

したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 4043 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59年４月及び同年５月の国民年金保険料（付加保険料を含む）

並びに同年 10月及び同年 11月の付加保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 59年４月及び同年５月 

             ② 昭和 59年 10月及び同年 11月 

私は、昭和 52年３月に友人と一緒にＡ市役所Ｂ支所で国民年金の加入手

続を行い、同時に付加年金の手続もした。保険料は付加保険料を含めて納

付しており、申立期間①の定額保険料及び付加保険料を納付した。 

また、申立期間②の保険料は、定額保険料のみが納付済みとなっている

が、付加保険料も納付した。 

上記期間が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 52 年３月ごろに国民年金の加入手続を行い、申立期間①の

定額保険料及び付加保険料を納付し、申立期間②については付加保険料も納付

していたと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金の加入状況をみると、申立人の国民年金手帳記号

番号は、昭和 52 年４月に払い出されていることが、国民年金手帳記号番号払

出簿から確認できる。また、Ａ市の国民年金被保険者名簿から、申立人は、同

年３月９日に国民年金の任意加入手続と同時に付加年金の加入手続を行い、同

年４月からの保険料を口座振替で納付する手続を行っていることが確認でき

る。 

しかしながら、口座振替であれば、通常、残高不足とならない限り納付は着

実に行われるはずであり、定額保険料のみが納付済みの記録となっている申立

期間②の保険料の納付日を見ると、オンライン記録から、昭和 61 年 12 月 27

日に過年度納付されていることが確認できることから、申立期間②は残高不足



により現年度納付できなかったものと推定され、未納の記録となっている申立

期間①も含め、昭和 59 年度当時、保険料の納付が滞る何らかの事情が生じて

いたものと考えられる。 

また、申立期間①及び②は同一年度であることから、未納保険料に対する催

告は同時に行われたものと考えられるが、申立期間②の保険料を納付した時点

においては、申立期間①の保険料は時効の成立により、制度上、納付すること

はできない。 

さらに、付加保険料は納付期限を経過した後、さかのぼって納付することは

できないため、申立期間②の定額保険料を納付した時点においては、申立期間

②の付加保険料を納付することはできない。 

加えて、申立人が申立期間①の国民年金保険料（付加保険料を含む）並びに

申立期間②の付加保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情等も見

当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間①の国民年金

保険料（付加保険料を含む）並びに申立期間②の付加保険料を納付していたも

のと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 4044 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 43年６月から 45年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年６月から 45年３月まで 

    私は、夫と共にＡ市役所で国民年金の加入手続をしたが、その後集金人が

来なかったので再度夫婦の加入手続をした。その時、遅れた分の保険料は

一度に納付するのは無理であるとの話をし、分割にしてもらった上で納付

した。 

    申立期間の夫の保険料は納付済みとなっているが、私の記録が未納されて

いるのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、夫婦で国民年金の加入手続を行い、申立期間の保険料は、夫の保

険料とともに分割納付したと申し立てている。 

   そこで、申立人の国民年金の加入手続時期をみると、昭和 45年 10月に夫婦

連番で国民年金手帳記号番号が払い出されていることが、国民年金手帳記号番

号払出簿から確認でき、申立期間の保険料は過年度納付することが可能である。 

   また、一緒に夫婦二人分を納付したとする夫は、申立期間に相当する期間の

保険料を２回に分割して過年度納付していることが、夫の所持する納付書・領

収証書から確認できる。 

しかし、夫婦の国民年金被保険者資格に関する記録を見ると、特殊台帳から、

夫婦共に資格取得日が昭和 36 年４月１日となっていることが確認でき、市で

は夫婦それぞれの過去の厚生年金保険被保険者期間を把握していなかったこ

とが分かる。この場合、申立人は加入手続時点で 34 歳であり、申立期間の保

険料を過年度納付しなくても、昭和 45年度以降 60歳で資格を喪失するまでの

保険料を納付することで年金受給権を確保できるが、夫は 35 歳到達月が昭和

43 年＊月であり、年金受給権を確保するためには申立期間の保険料を過年度



納付する必要があったことがうかがえる。 

また、申立人は、加入手続時に過年度納付を促されたが、一括での納付は困

難であると申し出たと陳述していることから、夫の過年度保険料のみを分割で

納付したと考えても不自然ではない。 

さらに、申立人は、国民年金の加入手続をしたが、その後、集金人が来なか

ったので再度夫婦の国民年金の加入手続を行ったと陳述しているところ、国民

年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人及びその夫には、昭和 41年９月 16

日に払い出された別の国民年金手帳記号番号があるものの、保険料の納付がな

いために取り消されていることが確認でき、この手帳記号番号では、申立期間

の保険料は納付することはできない。 

加えて、別の国民年金手帳記号番号による納付の可能性について、別の読み

方による氏名検索を行ったほか、当時の住所地における国民年金手帳記号番号

払出簿の内容を確認したが、その形跡は見当たらず、申立人が申立期間の保険

料を納付していたことをうかがわせる周辺事情等も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 4045 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36年４月から 42年３月までの期間及び 44年１月から同年 10

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住 所 ：  

  

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から 42年３月まで 

          ② 昭和 44年１月から同年 10月まで 

   私は、昭和 36年３月ごろ、区役所で国民健康保険と国民年金の加入手続

をし、以降は妻が、毎月自宅に来訪する集金人に夫婦二人分の保険料を納付

していた。 

加入時に区役所で、健康保険被保険者証をもらうためには、国民年金保険

料を納付しなければいけないと言われたことから、昭和 36年４月から未納

は無く納付していたので、申立期間が未納とされているのは、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 36 年３月ごろに国民年金の加入手続を行い、以降は妻が、

集金人に夫婦二人分の国民年金保険料を納付していたと申し立てている。 

そこで、申立期間①について、申立人夫婦の加入手続時期をみると、Ａ市Ｂ

区において、昭和 41 年６月１日に夫婦連番で国民年金手帳記号番号が払い出

されていることが、国民年金手帳記号番号払出簿から確認できる。この場合、

手帳記号番号払出時点においては、申立期間①のうち、39 年３月以前の保険

料は、既に時効が成立しており、制度上、納付することができない期間になっ

ている。 

また、一緒に夫婦二人分を納付していたとする申立人の妻も、この期間は未

納となっている。 

さらに、申立期間①は６年度に及び、行政側がこれほど長期にわたり、事務

処理の誤りを継続するとは考え難い。 

次に、申立期間②について、申立人の納付記録を見ると、昭和 54年５月に、



この期間に後続する 44 年 11 月及び同年 12 月の保険料を特例納付しているこ

とが特殊台帳及び市の国民年金被保険者名簿双方において確認できる。この点

については、申立人は、この特例納付を行うことによって、初めて 60 歳到達

時に、300月ちょうどの納付期間が確保できる状況であったことを踏まえると、

受給権確保の観点からなされた行政側の勧奨を受けて納付したものと推定で

き、特例納付時点において、行政側及び申立人双方は、申立期間①及び②が未

納であることを認識していたものと考えられる。 

また、一緒に夫婦二人分を納付していたとする申立人の妻も、申立期間②は

未納となっている。 

加えて、別の国民年金手帳記号番号による納付の可能性を検証するため、オ

ンライン記録により、申立人の氏名の確認を行ったほか、当時の住所地を管轄

する社会保険事務所（当時）において国民年金手帳記号番号払出簿の内容をす

べて確認したが、申立人に対して別の手帳記号番号の存在はうかがえず、また、

申立期間の保険料が納付されていたことをうかがわせる周辺事情等も見当た

らなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 4046 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36年４月から 42年３月までの期間及び 44年１月から同年 12

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住 所 ：  

      

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から 42年３月まで 

          ② 昭和 44年１月から同年 12月まで 

    私は、昭和 36 年３月ごろ、区役所で国民健康保険と国民年金の加入手続

をし、以降は私が、毎月自宅に来訪する集金人に夫婦二人分の保険料を納付

していた。 

    加入時に区役所で、健康保険被保険者証をもらうためには、国民年金保険

料を納付しなければいけないと言われたことから、昭和 36 年４月から未納

無く納付していたので、申立期間が未納とされているのは、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 36 年３月ごろに国民年金の加入手続を行い、以降は申立人

自身が、集金人に夫婦二人分の国民年金保険料を納付していたと申し立ててい

る。 

そこで、申立期間①について、申立人夫婦の加入手続時期をみると、Ａ市Ｂ

区において、昭和 41 年６月１日に夫婦連番で国民年金手帳記号番号が払い出

されていることが、国民年金手帳記号番号払出簿から確認できる。この場合、

手帳記号番号払出時点においては、申立期間①のうち、39 年３月以前の保険

料は、既に時効が成立しており、制度上、納付することができない期間になっ

ている。 

また、一緒に夫婦二人分を納付していたとする申立人の夫も、この期間は未

納となっている。 

さらに、申立期間①は６年度に及び、行政側がこれほど長期にわたり、事務

処理の誤りを継続するとは考え難い。 



次に、申立期間②について、一緒に夫婦二人分の保険料を納付していたとす

る申立人の夫の納付記録を見ると、昭和 54年５月に、この期間のうち、44年

11月及び同年 12月の保険料を特例納付していることが特殊台帳及び市の名簿

双方において確認できる。この点については、申立人の夫は、この特例納付を

行うことによって、初めて 60 歳到達時に、300 月ちょうどの納付期間が確保

できる状況であったことを踏まえると、受給権確保の観点からなされた行政側

の勧奨を受け納付したものと推定できる。 

一方、その夫より、１歳以上若い申立人には、特例納付しなくても 300月以

上の納付期間が確保できる状況にあったことから、受給権確保の観点から特例

納付の必要性は無かったほか、この特例納付がなされるまでの間、申立期間②

は、夫婦共に未納であったこととなり、納付記録の管理が被保険者ごとになさ

れていた状況に 鑑
かんが

みると、行政側が夫婦そろって、事務処理を誤るとは考え

難い。 

また、別の国民年金手帳記号番号による納付の可能性を検証するため、オン

ライン記録により、旧姓を含めた別読みによる申立人の氏名の確認を行ったほ

か､当時の住所地を管轄する社会保険事務所（当時）において国民年金手帳記

号番号払出簿の内容をすべて確認したが、申立人に対して別の手帳記号番号の

存在はうかがえず、また、申立期間の保険料が納付されていたことをうかがわ

せる周辺事情等も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 4047 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36年４月から 37年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 37年３月まで 

    国民年金制度が発足した昭和 36 年４月ごろ、婦人会の役員に国民年金へ

の加入を勧められ、その人を通じて加入手続を行った。加入後は定期的に来

訪してくる婦人会の役員に夫の分と一緒に月額 100円の保険料を納付し、役

所等に出向いて納付したことはなかった。 

納付の際は、その役員に現金を渡すだけで年金手帳は用いず、領収書も発

行されなかったが、加入以来、保険料は常に欠かさず納付してきたはずであ

り、加入後の最初の１年間が未納とされているのは納得できないので、調査

をお願いしたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金制度発足直後の昭和 36 年度の保険料を定期的に来訪し

てくる町内の婦人会の役員に納付していたと申し立てている。 

   一方、Ａ市では、同市における制度発足初年度の保険料納付方法は、校区ご

とに小学校及び保健所等に担当職員が出向いて行う出張検認若しくは市役所

又は出張所への来訪による取扱いしかなかったとしており、申立人の陳述とは

符合しない。 

また、Ａ市において、町内会及び婦人会等の納付組織の設立が可能となった

のは、昭和 37 年 4 月からであることが、同市の規則から確認でき、これより

前の保険料を、婦人会の役員に定期的に納付していたとする申立人の陳述とは

符合しない。 

   さらに、一緒に夫婦二人分を納付していたとする申立人の夫の納付記録を見

ると、申立期間については申立人と同様に未納とされていることが特殊台帳及

びオンライン記録から確認できる。 



   加えて、別の国民年金手帳記号番号による納付の可能性を検証するため、申

立人について旧姓を含む別読みによる氏名検索を行ったが、申立人に対し別の

手帳記号番号の存在はうかがえず、ほかに申立期間の保険料が納付されていた

ことをうかがわせる周辺事情等も見当たらなかった。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 4048 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 38年６月から 50年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 38年６月から 50年３月まで  

私の母親が、私の国民年金の加入手続を行った。以降、母親と私の国民年

金保険料と、国民健康保険料を一緒に併せて、母親が定期的に集金人に納付

したはずである。また、昭和 41 年４月に婚姻したので、同年２月以降の妻

の保険料についても、母親が一緒に納付した。 

年金記録を確認すると、申立期間の保険料が未納と分かったほか、妻も昭

和 41年２月から 50年３月までの保険料が未納と分かった。既に母親は亡く

なったため、詳しいことは分からないが、母親は几帳面で未納にするとは考

え難いので、夫婦共に未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、20 歳を契機に国民年金に加入し、以降の保険料は、母親の保険

料と国民健康保険料と一緒に併せて、母親が定期的に集金人に納付を行い、ま

た昭和 41 年４月の婚姻を契機に、同年２月以降の妻の保険料も、母親が一緒

に納付したはずであると申し立てている。 

そこで、申立人夫婦の加入手続時期をみると、市の国民年金被保険者名簿の

作成日から、夫婦共に昭和 50 年９月になされたものと推定できる。また、こ

の点については、夫婦の国民年金手帳記号番号払出簿の処理日が同年９月 19

日である状況と整合している。この場合、手続時点においては、申立期間のう

ち、48 年６月以前の保険料は、時効の成立により、既に納付できない期間と

なっているほか、申立人は 38年６月に、その妻は 41年４月の婚姻を契機に加

入手続を行ったとする申立人の陳述とは符合しない。また、手続時点において、

申立期間のうち、48 年７月以降の保険料は、過年度納付は可能な期間であっ

たものの、その場合、定期的に母親が集金人に納付したとする申立人の陳述と



は符合しない。 

また、一緒に夫婦二人分を納付したとする妻も、申立期間（厚生年金保険被

保険者期間を除く）は未納となっているほか、夫婦共に昭和 51 年度に催告さ

れている形跡が夫婦の特殊台帳から確認できる。 

さらに、申立人夫婦共に加入手続及び申立期間の保険料の納付に直接関与し

ておらず、納付をめぐる記憶は定かではない。 

加えて、別の国民年金手帳記号番号による納付の可能性を検証するため、オ

ンライン記録により、別読みによる申立人の氏名の確認を行ったほか、当時の

住所地を管轄する社会保険事務所（当時）において国民年金手帳記号番号払出

簿の内容をすべて確認したが、申立人に対して、別の手帳記号番号の存在はう

かがえず、また、申立期間の保険料が納付されていたことをうかがわせる周辺

事情等も見当たらなかった。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 4049 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 41年２月から 50年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 41年２月から 50年３月まで  

昭和 41 年４月に婚姻したので、義母が私の国民年金の加入手続を行い、

同年２月の保険料から、夫と義母の国金年金保険料と、国民健康保険料を一

緒に併せて、義母が定期的に集金人に納付したはずである。 

年金記録を確認すると、申立期間の保険料が未納と分かったほか、夫も昭

和 38年６月から 50年３月までの保険料が未納と分かった。既に義母は亡く

なったため、詳しいことは分からないが、義母は几帳面で未納にするとは考

え難いので、夫婦共に未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 41 年４月の婚姻直前の同年２月からの国民年金保険料は、

申立人の夫及び義母の国民年金保険料と、国民健康保険料を一緒に併せて、義

母が定期的に集金人に納付したはずであると申し立てている。 

そこで、申立人夫婦の加入手続時期をみると、市の国民年金被保険者名簿の

作成日から、夫婦共に昭和 50 年９月になされたものと推定できる。また、こ

の点については、夫婦の国民年金手帳記号番号払出簿の処理日が同年９月 19

日である状況と整合している。この場合、手続時点においては、申立期間のう

ち、48 年６月以前の保険料は、時効の成立により、既に納付できない期間と

なっているほか、41 年４月の婚姻を契機に加入手続を行ったとする申立人の

陳述とは符合しない。また、手続時点において、申立期間のうち、48 年７月

以降の保険料は、過年度納付は可能な期間であったものの、その場合、定期的

に義母が集金人に納付したとする申立人の陳述とは符合しない。 

また、一緒に夫婦二人分を納付したとする夫も、申立期間は未納となってい

るほか、夫婦共に昭和 51 年度に催告されている形跡が夫婦の特殊台帳から確



認できる。 

さらに、申立人夫婦共に加入手続及び申立期間の保険料の納付に直接関与し

ておらず、納付をめぐる記憶は定かではない。 

加えて、別の国民年金手帳記号番号による納付の可能性を検証するため、オ

ンライン記録により、旧姓を含めた別読みによる申立人の氏名の確認を行った

ほか、当時の住所地を管轄する社会保険事務所（当時）において国民年金手帳

記号番号払出簿の内容をすべて確認したが、申立人に対して、別の手帳記号番

号の存在はうかがえず、また、申立期間の保険料が納付されていたことをうか

がわせる周辺事情等も見当たらなかった。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 4050 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 62 年４月から平成３年７月までの期間及び同年９月から４年

７月までの期間の国民年金保険料については、免除されていたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 62年４月から平成３年７月まで 

           ② 平成３年９月から４年７月まで 

  昭和 62年４月より前の期間は免除申請済みであり、平成６年４月以降も

免除申請の手続をしているのに、その間の期間を手続していないのは考え

られない。 

申立期間当時は母子家庭だったので、役所の方の助言も有り、必ず免除

申請の手続をしておくように言われていたので、手続しなかったとは考え

られず、未納とされていることに納得がいかない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間当時は母子家庭であり、役所から必ず免除申請の手続を

しておくようにと助言されていたので、手続しなかったとは考えられないと申

し立てている。 

そこで、申立人の免除記録を見ると、申立期間①の直前の期間である昭和

54 年７月以降 62 年３月までの期間について、申請免除の記録であることが、

特殊台帳及びオンライン記録から確認できるものの、申立期間について免除申

請が認められた形跡は見られない。 

また、申立人が申立期間について、免除承認を受けるためには、昭和 63 年

度以前は毎年７月末まで、平成元年度以降は毎年５月末までに申請を行う必要

があり、承認は年度単位となる。一方、申立人の納付記録を見ると、申立人が

平成５年９月 10 日に第３号被保険者の届出を行ったことにより、同年７月の

保険料が過誤納となり、申立期間に挟まれた３年８月の保険料に充当され、残

額が申立人の銀行口座に振り込まれたことがオンライン記録から確認できる。



さらに、申立期間②に後続する４年８月から同年 12 月までの保険料は、追納

ではなく過年度納付されていることが、オンライン記録において確認できるこ

とから、申立期間①のうち、３年４月以降及び申立期間②について、免除承認

を受けていたとする申立人の陳述は不自然である。 

加えて、申立期間は延べ６年度にわたり、免除申請の承認を受けるためには、

６回の申請が必要となることから、行政側がこれほど継続的に事務的過誤を繰

り返すとは考え難い。 

このほか、申立期間について、免除承認されていたことをうかがわせる周辺

事情等も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を免除されていたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 4051 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 15年３月から 17年３月までの国民年金保険料については、免

除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 15年３月から 17年３月まで 

    私は、平成 15 年４月１日にＡ区役所に行き、年金保険課で国民健康保険

料の減額を申請した。その時、「国民年金はどうしますか」と尋ねられたが、

支払える余裕は無いので、免除申請の手続を行ったはずだ。最初は１階の窓

口で話していたが、２階に案内され、２階のカウンターで書類を書き、持っ

ていた実印を押した記憶が有る。 

その後、平成 17 年３月７日に病気を発症したが、それまでの間、国民年

金に加入し保険料は全額免除されていたはずなので、このことを認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成 15 年４月１日にＡ区役所で国民健康保険料の減額の申請を

した際に、国民年金についても免除申請の手続をしたはずだと申し立てている。 

そこで、申立人の資格記録を見ると、平成４年１月 12 日付けで、第２号被

保険者の資格の喪失により、初めて第１号被保険者の資格を取得していること

が、オンライン記録から確認できるものの、この手続は、21 年７月 30 日に、

生活保護受給に伴う法定免除の届出と同時にＢ区役所で行われたことが、区の

届出書の写しから確認できる。なお、取得事由欄に「適用漏れ」のコードが記

載されていることから、届出時点で国民年金の未加入が判明したため、同時に

加入手続を行ったものと推定される。この場合、この手続日前においては、申

立期間は未加入期間となることから、制度上、免除申請を行うことができず、

15年４月１日に免除申請の手続を行ったとする陳述とは符合しない。 

また、申立人は平成 15 年４月１日に国民健康保険料の減額の申請を行った

際に、国民年金の免除申請も行ったとするところ、国民健康保険料の減額につ



ながる平成 14年度分（平成 13年１月から同年 12月まで）の所得が無い旨の

申告を平成 14年 11 月 29日に、平成 15年度分及び 16年度分の所得が無い旨

の申告を病気の発症後である平成17年12月２日にさかのぼって行っているこ

とが、市民税・県民税申告書の写しから確認でき、この点においても申立人の

陳述とは符合しない。 

さらに、申立人の免除記録を見ると、平成 21 年８月７日に法定免除の処理

がなされているものの、これ以外の免除の記録は無いことがオンライン記録か

ら確認できるとともに、平成 14年度及び 15年度に申立人の免除申請を受け付

けた形跡は無いとＡ区役所は回答している。 

加えて、別の基礎年金番号による免除申請の可能性を検証するため、オンラ

イン記録により、別読みによる申立人の氏名の確認を行ったが、申立人に対し

て別の基礎年金番号の存在はうかがえず、また、申立期間の免除承認されてい

たことをうかがわせる周辺事情等も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を免除されていたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 4052 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 40年７月から 45年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年７月から 45年３月まで 

    私が昭和 40 年７月に会社を退職後、すぐに母が私の国民年金の加入手続

を行うとともに、母が両親の保険料と一緒に私の保険料を集金人に納付して

くれていた。 

母が集金人に納付していた保険料額は月 250 円であり、「30 歳になれば

月 450円に上がる」と聞いたことを覚えている。 

両親は、国民年金制度が発足した当初から国民年金に加入し、保険料をす

べて納付しているのに、母が私の保険料だけ納付しないことは考えられない。 

申立期間が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人が昭和 40 年７月に会社を退職後、すぐに申立人の母親が

申立人の国民年金の加入手続を行うとともに、母親が両親の保険料と一緒に申

立人の保険料を集金人に納付してくれていたと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金手帳記号番号の払出時期を調査すると、申立人が

会社を退職した約５年後の昭和 45 年８月に払い出されていることが国民年金

手帳記号番号払出簿により確認できることから、このころに申立人に係る国民

年金の加入手続が行われたものと推定される。この時点において、申立期間の

保険料は、時効により納付できない期間を含む過年度保険料であり、基本的に

現年度保険料しか取り扱わない集金人に納付することができなかったものと

考えられる上、申立人は、自らの国民年金の加入手続及び申立期間当時の保険

料の納付に直接関与しておらず、これらを行ってくれていたとする申立人の母

親は既に高齢のため、当時の具体的な加入手続及び納付状況は不明である。 

   また、申立人の母親が、申立てどおり、申立期間の保険料を集金人に現年度



納付するためには、別の国民年金手帳記号番号の払出しが必要であるところ、

申立期間に係る国民年金手帳記号番号払出簿の内容をすべて視認し、各種の氏

名検索を行ったが、申立人に対し、別の手帳記号番号が払い出されていたこと

をうかがわせる事情は見当たらなかった上、申立期間は４年９か月に及び、こ

のような長期間にわたり、納付記録が毎回連続して欠落することは考え難い。 

   さらに、申立人は、申立人の母親が集金人に納付していた保険料額は月 250

円であり、「30 歳になれば月 450 円に上がる」と聞いたことを覚えていると

しているところ、申立人の納付記録が始まる申立期間直後の昭和 45 年４月か

ら同年６月までの保険料は月額 250円であり、同年７月から保険料額が改定さ

れ、月額 450円となっていることを踏まえると、保険料額の推移に関して、申

立人の記憶と申立期間後の状況とが符合している。 

加えて、申立人の母親が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書控え等）は無く、ほかに申立期間の保険料が納付され

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 4053 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36年４月から 41年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 41年３月まで 

    国民年金制度が発足した昭和 36 年４月に、母が店に来た区役所の職員に

私と母の国民年金の加入手続を一緒に行った。国民年金保険料も、母が店に

来ていた集金人に私と母の二人分を一緒に納付してくれていた。 

母が昭和 36 年４月からすべて保険料を納付済みであるのに、私だけ申立

期間が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 36 年４月に申立人の母親が店に来た区役所の職員に申立人

及びその母親に係る国民年金の加入手続を一緒に行ったと申し立てていると

ころ、申立人の所持する国民年金手帳を見ると、手帳発行日は、その約５年後

の 41 年６月１日と記載されている上、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭

和 41 年度の適用特別対策により、申立人の母親と連番で払い出されているこ

とが国民年金手帳記号番号払出簿により確認できることから、このころに母親

と一緒に国民年金の加入手続が行われたものと推定され、それぞれ国民年金制

度が発足した昭和 36 年４月１日まで期間をさかのぼって国民年金被保険者の

資格を取得している。したがって、加入手続が行われた時点において、申立期

間の保険料は、時効により納付できない期間を含む過年度保険料であり、基本

的に現年度保険料しか取り扱わない集金人に納付することができなかったも

のと考えられる。 

   また、申立人及びその母親の加入手続が行われた昭和 41 年６月ごろの時点

において、母親は48歳を超えており、それ以降60歳まで保険料を納付しても、

母親の年金受給資格期間である 12 年を確保することが難しい状況であったこ

とがうかがわれる一方で、申立人は当時 26 歳であり、60 歳まで 33 年以上あ



ることから、申立人の年金受給資格期間である 25 年を確保することが十分可

能であったことなどの事情を踏まえると、その後に実施された特例納付に際し、

母親のみ申立期間の保険料をさかのぼって納付していた可能性も否定できな

い上、申立人は、保険料の納付に直接関与しておらず、申立人の保険料を一緒

に納付してくれていたとする母親は既に亡くなっているため、当時の具体的な

納付状況は不明である。 

さらに、申立人の母親が、申立てどおり、昭和 36 年４月から申立期間の保

険料を集金人に現年度納付するためには、別の国民年金手帳記号番号の払出し

が必要であるところ、申立期間に係る国民年金手帳記号番号払出簿の内容をす

べて視認し、各種の氏名検索を行ったが、申立人及びその母親に対し、別の手

帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらなかった

上、申立人は、現在所持する 41 年６月１日発行の国民年金手帳が最初の年金

手帳であると陳述している。 

加えて、申立期間は５年に及び、このような長期間にわたり、納付記録が毎

回連続して欠落することは考え難い上、申立人の母親が申立期間の保険料を納

付していたことを示す関連資料(家計簿、確定申告書控え等)は無く、ほかに申

立期間の保険料が納付されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらな

かった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 4054 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 41年３月から 44年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年３月から 44年３月まで 

    昭和 41 年１月に結婚生活を始め、同年３月に夫が区役所へ婚姻届を提出

に行った際、国民健康保険と一緒に私の国民年金の加入手続もしてくれた。 

その後は、夫の母が、夫の母と夫婦二人分の保険料を一緒に集金人に納付

してくれていたのに、申立期間が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 41年３月に申立人の夫が区役所へ婚姻届を提出に行った際、

申立人の国民年金の加入手続も行ってくれたと申し立てているところ、申立人

の所持する国民年金手帳を見ると、手帳発行日は、同年９月 17 日と記載され

ている上、国民年金手帳記号番号払出簿による申立人の国民年金手帳記号番号

の払出日とも一致していることから、このころに申立人に係る国民年金の加入

手続が行われたものと推定され、申立人の婚姻届出日である 41 年３月＊日ま

でさかのぼって国民年金被保険者の資格を取得したことが記載されている。し

たがって、加入手続が行われた時点において、申立期間の保険料は、時効によ

り納付できない期間を含む過年度保険料であり、基本的に現年度保険料しか取

り扱わない集金人に納付することができなかったものと考えられる。 

   また、申立人は、申立人の夫の母親が、申立人夫婦の保険料を一緒に集金人

に納付してくれていたと申し立てていることから、夫婦共に保険料の納付に直

接関与しておらず、保険料を納付してくれていたとする夫の母親は既に亡くな

っているため、当時の具体的な納付状況は不明である。 

   さらに、申立人の夫の母親が、申立てどおり、結婚当初から申立期間の保険

料を集金人に現年度納付するためには、別の国民年金手帳記号番号の払出しが

必要であるところ、申立期間に係る国民年金手帳記号番号払出簿の内容をすべ



て視認し、旧姓を含めて各種の氏名検索を行ったが、申立人に対し、別の手帳

記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらなかった。 

加えて、申立期間は３年１か月に及び、このような長期間にわたり、納付記

録が毎回連続して欠落することは考え難い上、申立人の夫の母親が申立期間の

保険料を納付していたことを示す関連資料(家計簿、確定申告書控え等)は無く、

ほかに申立期間の保険料が納付されていたことをうかがわせる周辺事情も見

当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 4055 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 52 年 11 月から 54 年６月までの期間、55 年７月から 56 年３

月までの期間、平成３年８月、同年 10月から同年 12月までの期間及び４年２

月から５年４月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 52年 11月から 54年６月まで 

             ② 昭和 55年７月から 56年３月まで 

             ③ 平成３年８月 

             ④ 平成３年 10月から同年 12月まで 

             ⑤ 平成４年２月から５年４月まで 

    申立期間①について、私は、昭和 54 年６月にＡ市Ｂ区で店を開業し、そ

の約１年後の 55 年５月ごろに、Ｂ区役所の２階又は３階で、夫婦二人分の

保険料であったと思うが、８万円ぐらいをまとめて納付した。 

また、申立期間②、③、④及び⑤の保険料については、納付金額はよく覚

えていないが、転居先のＡ市Ｃ区役所、Ｂ区役所及びＤ区役所で定期的に納

付していた上、Ｄ区に在住中には、短期間のうちに同区内で何度か住所を移

転したので納付書が来なくなり、納付書を送ってほしいと督促するために、

Ｄ区役所に出向いたことがある。 

上記期間がそれぞれ未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①及び②について、申立人及びその妻の国民年金手帳記号番号は、

昭和 54 年３月に夫婦連番で払い出されている上、平成元年３月までの夫婦に

係る保険料の納付済期間及び免除期間の記録が一致していることなどを踏ま

えると、この時期までの国民年金の諸手続及び保険料の納付については、夫婦

一緒に行われていたものとみるのが自然であり、申立人がまとめて納付したと

する申立期間①の保険料及び定期的に納付していたとする申立期間②の保険

料について、納付記録が夫婦同時にかつ連続して欠落することは考え難い。 



また、申立人は、Ａ市Ｂ区で店を開業した昭和 54 年６月の約１年後である

55 年５月ごろに、Ｂ区役所で８万円ぐらいの保険料をまとめて納付したと申

し立てているところ、当時は、特例納付の実施期間中であり、申立期間①の保

険料をさかのぼって納付することが可能であったものと考えられるが、同期間

に係る保険料額を試算すると５万 7,260円であり、夫婦二人分でも 11万 4,520

円であることから、いずれも申立人の記憶する納付金額と符合しない上、申立

人が申立期間①の保険料をまとめて納付したとしているにもかかわらず、納付

直後の申立期間②の保険料が未納となっているのは不自然である。したがって、

申立人が区役所でまとめて納付したとする保険料は、国民年金保険料以外の保

険料であった可能性も否定できない。 

申立期間③、④及び⑤について、申立人は、転居先の区役所で定期的に保険

料を納付していたと申し立てているが、申立人に係るオンライン記録を見ると、

平成３年６月及び申立期間③直前の同年７月の保険料を過年度納付するとと

もに、申立期間③の保険料を２年の時効完成後の５年 10月 12日に納付したこ

とにより、翌月の３年９月の保険料に充当されたことが確認できるなど、この

当時、申立人が同年６月以降の未納期間の保険料を２年後の時効完成前後にお

いて不定期に納付していたことがうかがえる。 

また、申立人に係るＡ市Ｄ区の国民年金被保険者名簿を見ると、平成９年２

月６日現在の国民年金の納付記録として「納付 42月、免除 96月、未納 83月」

の記載が確認できるところ、各月数は、同日現在における申立期間の保険料を

除く納付月数及び免除月数と一致し、過年度である８年３月以前の未納期間

(申立人に係る平成５年５月以降の厚生年金保険の加入期間は、この当時は把

握されていない。)の月数と一致しているほか、同年２月 26日に、区役所が社

会保険事務所（当時）と合同で、過年度を含む未納期間を有する被保険者を呼

び出して保険料を徴収する「集合徴収」を実施したことが記載されており、納

付書の送付を督促するためにＤ区役所に出向いたとする申立人の記憶は、当該

集合徴収のために出向いた記憶であったものとみても不自然ではないことな

どを踏まえると、これらの記載自体に特段不合理な点は認められない。 

さらに、当該被保険者名簿には、申立人の集合徴収が行われた前日である平

成９年２月 25日に、職権により、申立期間⑤直後の５年５月 16日まで期間を

さかのぼって国民年金の資格を喪失させたことが記載されていることから、こ

の時点において、申立期間の保険料は、時効により納付することができなかっ

たものと考えられる。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料(家

計簿、確定申告書控え等)は無く、ほかに申立期間の保険料が納付されていた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 4056 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成７年７月及び９年１月から 17 年２月までの期間の国民年金保

険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成７年７月 

             ② 平成９年１月から 17年２月まで 

    私は、平成９年１月に会社を退職後、国民年金保険料の納付書が届いたの

で、毎月銀行で保険料を納付していた。 

    退職の翌月から平成 11 年６月まで厚生年金保険の適用が無い個人経営の

店で働いていたことから、その間は国民年金に加入していたが、その後は、

独立して自分で店を経営するようになるまで転職を繰り返していた。 

    私が保険料を納付していた時期及び期間については、記憶が定かではない

が、収入が安定していた１年半又は２年間ぐらいは保険料を納付していたは

ずであるのに、申立期間のすべてが未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人の資格変更履歴を見ると、平成７年７月１日に

第１号被保険者の資格を取得し、同年８月 21 日に同資格を喪失したことが、

20 年 12 月４日に判明し記録が追加されていることから、申立期間①当時は、

記録上、国民年金の未加入期間であったものと考えられる上、記録が追加され

た時点において、申立期間①の保険料は、時効により納付することができなか

ったものと考えられる。 

申立期間②について、申立人は、平成９年１月に会社を退職後、国民年金保

険料の納付書が届いたと申し立てているが、当時における厚生年金保険から国

民年金への切替手続について、申立人に状況を聴取したところ、切替手続を行

った記憶は全く無いとし、その必要性についての認識もうかがえなかった上、

国民健康保険料は、納付しなければ納付するよう通知が来るので必ず納付して

おり、国民年金保険料も通知が来たので納付していると陳述するのみであり、



当時の国民年金保険料に関する納付金額及び納付書の様式等について明確な

陳述を得ることができなかった。 

また、申立人は、申立期間②のうち、収入が安定していた１年半又は２年間

ぐらいは保険料を納付していたように思うとし、その後は、年齢も若く独立資

金も必要であったので、途中で納付しなくなったこともあると曖昧
あいまい

な陳述を行

っていることから、具体的な保険料の納付済期間を特定することもできない。 

さらに、申立人の所持する年金手帳を見ると、それまで申立人が会社で加入

していた厚生年金保険の記号番号を申立人の基礎年金番号として設定し、平成

９年１月１日付けで交付した旨の社会保険庁(当時)の通知書が貼付
ちょうふ

されてい

ることから、申立人が同年１月に会社を退職後、国民年金への切替手続をしな

くても届いたとする納付書は、当該通知書であった可能性も否定できない上、

基礎年金番号が導入された同年１月以降は、収納事務の機械化により記録管理

の強化が図られており、申立人が、申立期間②のうち、保険料を納付していた

とする期間が１年半又は２年間ぐらいであったとしても、この間、納付記録が

毎月連続して欠落することは考え難い。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料(家

計簿、確定申告書控え等)は無く、ほかに申立期間の保険料が納付されていた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 4057 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 42年１月から 44年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年１月から 44年３月まで 

    私は、昭和 42 年１月から両親が経営する店で働くようになり、以前に勤

めていた会社の上司に年金の大切さを教えられていたので、母に私の国民年

金の加入を依頼した。 

私自身が保険料を納付したことはないが、母が両親の保険料と一緒に私た

ち夫婦の保険料を集金人に納付してくれており、両親は、昭和 36 年４月か

ら滞りなく保険料を納付している記録があるのに、母が私たち夫婦の保険料

だけ途中から納付することは考えられない。 

申立期間が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 42 年１月から申立人の両親が経営する店で働くようになっ

たので、母親に申立人の国民年金の加入を依頼したと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金手帳記号番号の払出時期を調査すると、その約２

年半後の昭和 44 年９月に払い出されていることが国民年金手帳記号番号払出

簿により確認できることから、このころに申立人に係る国民年金の加入手続が

行われたものと推定される。この時点において、申立期間の保険料は、時効に

より納付できない期間を含む過年度保険料であり、基本的に現年度保険料しか

取り扱わない集金人に納付することができなかったものと考えられる上、申立

人は、自らの国民年金の加入手続及び保険料の納付に直接関与しておらず、こ

れらを行ってくれていたとする申立人の母親は既に高齢のため、当時の具体的

な加入手続及び納付状況は不明である。 

   また、申立人の母親が、申立てどおり、申立期間の保険料を集金人に現年度

納付するためには、別の国民年金手帳記号番号の払出しが必要であるところ、



申立期間に係る国民年金手帳記号番号払出簿の内容をすべて視認し、各種の氏

名検索を行ったが、申立人に対し、別の手帳記号番号が払い出されていたこと

をうかがわせる事情は見当たらなかった上、申立期間は２年３か月に及び、こ

の間、納付記録が毎回連続して欠落することは考え難い。 

   さらに、申立人は、申立人の両親が昭和 36 年４月から保険料をすべて納付

しているのに、母親が申立人夫婦の保険料だけ途中から納付することは考えら

れないと申し立てているが、両親の国民年金手帳記号番号は、申立人が両親と

暮らし始める以前の同年６月に夫婦連番で払い出されている上、その時点で現

年度納付が可能であった同年４月から保険料を納付しており、申立人夫婦の場

合と加入時期等において事情を大きく異にしている。 

加えて、申立人の母親が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資

料(家計簿、確定申告書控え等)は無く、ほかに申立期間の保険料が納付されて

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 4058 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59 年２月及び同年３月、61 年４月から同年９月までの期間、

62 年４月から平成元年３月までの期間、11 年４月から同年７月までの期間、

同年９月から 12年５月までの期間、同年９月並びに 13年３月から 15年５月

までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 36年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 59年２月及び同年３月 

   ② 昭和 61年４月から同年９月まで 

   ③ 昭和 62年４月から平成元年３月まで 

   ④ 平成 11年４月から同年７月まで 

   ⑤ 平成 11年９月から 12年５月まで 

   ⑥ 平成 12年９月 

   ⑦ 平成 13年３月から 15年５月まで 

    私は、昭和 59年１月に会社を退職後、父の経営する店で働くようになり、

両親から後々のことがあるからと国民年金の加入を勧められたので、すぐに

市役所へ行き自分で国民年金の加入手続を行った。保険料についても、平成

２年５月に結婚するまでは、私が毎月近くの銀行で納付していた。 

    結婚後は、妻が夫婦二人分の保険料を一緒に納付してくれていたが、父の

経営する店が平成３年 10 月に厚生年金保険の適用事業所となったため、そ

の時から厚生年金保険に加入することになった。しかし、11 年４月に同店

が適用事業所で無くなり、両親から国民年金と国民健康保険に切り替えるよ

う言われたので、それ以降は、再び妻が夫婦二人分の保険料を一緒に納付し

てくれていた。 

申立期間がそれぞれ未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、昭和 59 年１月に会社を退職後、すぐに国

民年金の加入手続を行ったと申し立てているところ、申立人に係る国民年金手

帳記号番号の払出時期を調査すると、退職の約１年後である同年 12 月に払い



出されていることが国民年金手帳記号番号払出簿により確認できることから、

このころに国民年金の加入手続が行われたものと推定される。この時点におい

て、申立期間①の保険料は過年度保険料であるが、申立人は、加入手続当時の

状況についてはよく覚えていないと陳述しており、具体的な納付状況等は不明

である。 

申立期間②及び③について、申立人は、国民年金に加入後は、近くの銀行で

保険料を毎月納付していたと申し立てているが、申立期間②及び③は合計２年

６か月に及び、この間、申立人の納付記録が毎月連続して欠落することは考え

難い上、申立人に係る特殊台帳及びオンライン記録を見ると、昭和 60 年２月

及び同年３月の２か月の保険料を翌年の 61 年１月に過年度納付し、申立期間

②直後の同年10月から申立期間③直前の62年３月までの６か月の保険料につ

いては、充当により納付済期間となっていることが確認できるほか、申立期間

③直後の平成元年４月から同年８月までの５か月の保険料を同年８月にまと

めて現年度納付しているなど、当時における申立人の納付行動は、その申立内

容と異なり、納付期間及び納付時期が一定しない状況であったことがうかがえ

る。 

結婚後の期間である申立期間④、⑤、⑥及び⑦について、申立人は、平成

11 年４月に申立人の父親が経営する店が厚生年金保険の適用事業所ではなく

なって以降、申立人の妻が夫婦二人分の保険料を毎月納付してくれていたと申

し立てているが、申立期間④の始まる同年４月以降の申立人夫婦に係るオンラ

イン記録を見ると、夫婦共に、同年８月の保険料を２年の時効が完成する直前

の 13 年９月に過年度納付を開始して以降、数回にわたり、同様に時効が完成

する直前に過年度納付していることが確認できるほか、12 年９月の保険料に

ついては、時効完成後に過年度納付したことにより、翌月の同年 10 月の保険

料に充当され、結果として申立期間⑥が未納期間となるなど、当時における申

立人の妻の納付行動についても、その申立内容と異なり、２年前の未納期間の

保険料を時効完成前後に過年度納付するという不安定な状況であったことが

うかがえる。 

また、申立期間④、⑤、⑥及び⑦は合計３年以上に及び、特に基礎年金番号

が導入された平成９年１月以降は、収納事務の機械化により記録管理の強化が

図られていることから、これだけの回数及び期間にわたり、夫婦の納付記録が

同時にかつ連続して欠落する可能性は極めて低いものと考えられる。 

さらに、別の国民年金手帳記号番号の払出しの可能性について、国民年金手

帳記号番号払出簿の内容をすべて確認し、各種の氏名検索を行ったが、申立人

夫婦に対し、別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は

見当たらなかった上、申立人又は申立人の妻が申立期間の保険料を納付してい

たことを示す関連資料(家計簿、確定申告書控え等)は無く、ほかに申立期間の

保険料が納付されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 4059 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 56年８月から 59年 12月までの期間、平成 11年４月から同年

７月までの期間、同年９月から 12年３月までの期間、同年９月及び 13年３月

から 15 年５月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 56年８月から 59年 12月まで 

             ② 平成 11年４月から同年７月まで 

             ③ 平成 11年９月から 12年３月まで 

             ④ 平成 12年９月 

             ⑤ 平成 13年３月から 15年５月まで 

    私は、母から 20歳になれば国民年金に加入しなさいと言われていたので、

20歳になったころ、自分で区役所へ行き国民年金の加入手続を行い、以降、

近くの郵便局及び銀行で私が毎月保険料を納付していた。 

結婚後は、私が夫婦二人分の保険料を一緒に納付していたが、当時、夫が

勤務していた夫の父の経営する店が平成３年 10 月に厚生年金保険の適用事

業所となったため、その時から夫は厚生年金保険の被保険者になり、保険料

を納付しなくなった。しかし、11 年４月に同店が適用事業所で無くなり、

夫の両親から国民年金と国民健康保険に切り替えるよう言われたので、それ

以降は、再び私が夫婦二人分の保険料を一緒に納付していた。  

申立期間がそれぞれ未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人は、20 歳になったころに国民年金の加入手続

を行ったと申し立てているところ、申立人に係る国民年金手帳記号番号の払出

時期を調査すると、申立人が 25歳である昭和 62年４月に払い出されているこ

とが国民年金手帳記号番号払出簿により確認できることから、このころに国民

年金の加入手続が行われたものと推定される上、同年４月 27 日に、その時点



で時効にかからず納付が可能であった申立期間①直後の昭和 60 年１月から同

年３月までの保険料をさかのぼって過年度納付し、これに続く同年４月から

62 年３月までの保険料についても、同年７月から平成元年１月までの期間内

に５回に分けて過年度納付していることが、申立人の所持する領収証書により

確認できる。したがって、国民年金の加入手続が行われたとみられる昭和 62

年４月の時点において、申立期間①の保険料は、時効により納付することがで

きなかったものと考えられる。 

   また、申立人が、申立てどおり、申立期間①の保険料を毎月現年度納付する

ためには、別の国民年金手帳記号番号の払出しが必要であるところ、国民年金

手帳記号番号払出簿の内容をすべて視認し、各種の氏名検索を行ったが、申立

人に対し、別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見

当たらなかった上、申立期間①は３年５か月に及び、このような長期間にわた

り、納付記録が毎月連続して欠落することは考え難い。 

結婚後の期間である申立期間②、③、④及び⑤について、申立人は、平成

11 年４月に申立人の夫の父親が経営する店が厚生年金保険の適用事業所でな

くなって以降、申立人が夫婦二人分の保険料を毎月納付していたと申し立てて

いるが、申立期間②の始まる同年４月以降の申立人夫婦に係るオンライン記録

を見ると、夫婦共に、同年８月の保険料を２年の時効が完成する直前の 13 年

９月に過年度納付を開始して以降、数回にわたり、同様に時効が完成する直前

に過年度納付していることが確認できるほか、12年９月の保険料については、

時効完成後に過年度納付したことにより、翌月の同年 10 月の保険料に充当さ

れ、結果として申立期間④が未納期間となるなど、当時における申立人の納付

行動は、その申立内容と異なり、２年前の未納期間の保険料を時効完成前後に

過年度納付するという不安定な状況であったことがうかがえる。 

また、申立期間②、③、④及び⑤は合計３年以上に及び、特に基礎年金番号

が導入された平成９年１月以降は、収納事務の機械化により記録管理の強化が

図られていることから、これだけの回数及び期間にわたり、夫婦の納付記録が

同時にかつ連続して欠落する可能性は極めて低いものと考えられる。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料(家

計簿、確定申告書控え等)は無く、ほかに申立期間の保険料が納付されていた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 4060 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 41年４月から 47年５月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

      生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨  

        申 立 期 間 ： 昭和 41年４月から 47年５月まで 

        会社を経営していたが、昭和 40年末に廃業し、翌 41年春ごろから父と一

緒に自営業を始めたが、社会保険事務所（当時）で、個人事業主は、社会保

険に加入することができないと言われて、仕方なく国民年金に加入した記憶

がある。 

申立期間の保険料は、妻が自宅近くの銀行又は郵便局で、納付書に現金を

添えて納付してくれたはずと思うが、はっきりとは覚えていない。 

申立期間の保険料が未納とされているのは納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、経営していた会社を廃業し、厚生年金保険被保険者資格を喪失し

た翌年の昭和 41年春ごろに、国民年金の加入手続をしたと申し立てている。 

しかし、申立人のオンライン記録を見ると、厚生年金保険被保険者資格の取

得及び喪失の記録が確認できるのみであり、国民年金被保険者資格の取得履歴

は確認できず、また、妻のオンライン記録を見ても、国民年金被保険者資格の

取得履歴は確認できない。 

また、申立期間当時の居住地であるＡ県Ｂ市及びＣ県Ｄ市Ｅ区保存の国民年

金被保険者名簿を調査しても、申立人に係る国民年金被保険者名簿は確認でき

ない。 

さらに、申立期間当時の居住地における国民年金保険料の収納は、印紙検認

方式によって行われており、納付書で納付したとする申立内容とは符合しない

上、申立期間は 74か月に及んでおり、これほど長期間にわたって国民年金保

険料の収納及び記録管理における事務的過誤が繰り返されたとも考え難い。 

加えて、申立期間当時の居住地を管轄する社会保険事務所において、申立期



間の国民年金保険料を納付することが可能な国民年金手帳記号番号の払出し

について、国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査及び氏名の別読み検索など

を行ったが、申立人に手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情等

は見当たらなかった。 

このほか、申立人及びその妻から申立期間の国民年金保険料の納付をめぐる

事情を酌み取ろうとしたが、新たな周辺事情等を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 4061 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 38年 12 月から 44年 11月までの国民年金保険料については、

免除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 38年 12月から 44年 11月まで 

    私は、20歳から生活保護世帯として、国民年金保険料は法定免除されて

いたはずである。 

今まで保険料の納付書が届いたことはなく、生活保護世帯ではなくなって

からも、免除申請する必要はないと言われ、その後も保険料の納付書を見た

ことはない。 

保険料の納付機会が一度も無いことから、今日まで保険料はすべて全額免

除されていると考えていたのに、記録上、申立期間の保険料が全額免除とさ

れていないことは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、20 歳当時から生活保護世帯であったことから、申立期間の国民

年金保険料については、法定免除されていたはずであると申し立てている。 

しかし、Ａ市に照会したところ、同市における申立人の生活保護開始日は、

昭和 40年 10月＊日であることが確認でき、申立内容と符合しない。 

また、生活保護世帯であった場合でも、制度上、申立期間当時に国民年金保

険料の法定免除を受けるためには、その時点で国民年金に加入していることが

必要であるが、国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人の国民年金手帳

記号番号は、Ｂ市において、昭和 47年 10月に払い出されており、また、国民

年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査及び氏名の別読み検索などを行ったが、申

立人が申立期間当時において国民年金に加入していたことをうかがわせる周

辺事情等は見当たらなかった。 

さらに、国民年金手帳記号番号払出当時、申立人が居住していたＢ市保存の

国民年金被保険者名簿を見ても、申立期間の国民年金保険料について法定免除



を受けた事跡は確認できない。 

   加えて、法定免除手続に係る時期、場所及び方法についての申立人の記憶は

不明であり、申立人から申立期間の国民年金保険料の免除をめぐる事情を酌み

取ろうとしたが、新たな周辺事情等を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を免除されていたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 4062 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 57 年６月から平成７年４月までの期間及び８年６月から 19

年６月までの期間の国民年金保険料については、免除されていたものと認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号  ：  

生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  :  ① 昭和 57年６月から平成７年４月まで 

          ② 平成８年６月から 19年６月まで 

昭和 57 年６月に病気のため会社を退職したので、Ａ区役所に国民健康保

険の加入手続に出向き、その際、職員に勧められて国民年金にも加入した。 

その後、毎年、納付書が郵送されてきたが、病気のため仕事ができなかっ

たため、Ａ区役所で免除申請の手続を行った。 

また、転居の都度、同様に窓口で免除申請手続を行っていたはずである。 

申立期間について免除申請の手続をしたことは間違いないので、申立期間

の納付記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 57 年６月に会社を退職した際、Ｂ市Ａ区役所で国民年金に

加入したと申し立てている。 

しかし、オンライン記録を見ると、申立人に国民年金手帳記号番号が払い出

された記録は無く、平成 20年７月 15日に国民年金保険料の免除申請が行われ

たことに伴い、同年７月 17 日に初めて基礎年金番号が付番され、この時点で

昭和 57 年６月にさかのぼって国民年金被保険者資格を取得し、申立期間が国

民年金未加入期間から未納期間へと訂正されたことが確認できることから、基

礎年金番号が付番される以前においては、申立期間は国民年金未加入期間とな

っており、制度上、保険料の免除申請を行うことはできない。 

また、免除申請が認められるためには、制度上、被保険者による免除申請手

続が毎年度必要となるところ、手続に係る申立人の記憶は不明である。 

さらに、申立期間は合わせて 288か月であり、関係行政機関もＣ県Ｄ区、Ｂ



市Ａ区、Ｅ市、Ｂ市Ｆ区、同市Ｇ区及び同市Ｈ区の６機関に及んでおり、これ

ほど長期間にわたり、複数の行政機関において、国民年金の記録管理における

事務的過誤が繰り返されたとも考え難い。 

加えて、申立期間の国民年金保険料について免除申請することが可能な国民

年金手帳記号番号の払出しについて、国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査

及び氏名の別読み検索などを行ったが、申立人に手帳記号番号が払い出された

ことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を免除されていたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 4063 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 56年３月から 58年 10月までの期間、61年３月から平成８年

10 月までの期間及び 18 年１月から 20 年６月までの期間の国民年金保険料に

ついては、免除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号  ：  

生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  :  ① 昭和 56年３月から 58年 10月まで 

           ② 昭和 61年３月から平成８年 10月まで 

           ③ 平成 18年１月から 20年６月まで 

会社を退職した昭和 56年３月ごろに、Ａ区役所で、保険料の免除申請の

手続を行った。 

毎年、納付書が郵送されてきたが、収入が無かったため、その後も、き

ちんと免除申請の手続を行った。 

申立期間について免除申請の手続をしたことは間違いないので、申立期

間の納付記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 56 年３月ごろに、Ｂ市Ａ区役所で、国民年金保険料の免除

申請を行ったと申し立てている。 

しかし、申立人は、この時点においては、20 歳になっていないため、制度

上、国民年金に加入することができない。 

また、オンライン記録を見ると、申立人は、平成 10年４月 28日に初めて平

成９年度の国民年金保険料を一括して現年度納付するとともに、10年度以降の

保険料については、その後、定期的に現年度納付していることが確認できるこ

とから判断すると、この当時に国民年金の加入手続を行い、厚生年金保険被保

険者資格を喪失した昭和 61年３月 21日にさかのぼって国民年金被保険者資格

を取得したものと考えられ、申立期間当時においては、申立期間①のうち、20

歳に到達した 57 年＊月から 58 年 10 月までの期間及び申立期間②は国民年金

未加入期間となることから、制度上、当該期間の免除申請を行うことはできな



い。 

さらに、オンライン記録等を見ると、申立期間③のうち、平成 18年 1 月か

ら 19年６月までの国民年金保険料については、強制徴収手続が行われており、

また、同年 7 月から 20 年６月までについては、免除申請が行われたものの、

却下された事跡が確認できる一方、当該期間に免除承認されたことがうかがえ

る事跡は確認できなかった。 

加えて、申立期間は合わせて 190か月に及んでおり、これほど長期間にわた

って免除申請手続及び記録管理における事務的過誤が繰り返されたとも考え

難い。 

このほか、申立期間の国民年金保険料の免除を申請することが可能な国民年

金手帳記号番号の払出しについて、国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査及

び氏名の別読み検索などを行ったが、申立人に手帳記号番号が払い出されたこ

とをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を免除されていたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 4064 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 46年６月から 48年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 46年６月から 48年３月まで 

    昭和 46年５月に結婚し、その後、妻がＡ区役所Ｂ出張所で私の国民年金

の加入手続を行ったはずである。 

申立期間の保険料については、妻から当該出張所の窓口で３か月ごとに納

付していたと聞いており、未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 46 年に結婚した後、妻がＣ市Ａ区役所の出張所で国民年金

加入手続を行い、申立期間の国民年金保険料については、妻が３か月ごとに同

出張所で納付したと申し立てている。 

しかし、国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人の国民年金手帳記号

番号は、夫婦連番で昭和 48 年５月 10 日に、Ｄ区において払い出されており、

申立内容と符合しない。 

   また、申立人の所持する国民年金手帳の発行日を見ても、昭和 48 年４月２

日と記載されていることから、この時点においては、申立期間のうち、46 年

６月から 47 年３月までの国民年金保険料は過年度保険料となるが、保険料納

付を担っていたとする申立人の妻は、さかのぼって保険料を納付した記憶は無

いとしている。 

さらに、申立期間のうち、昭和 47年４月から 48年３月までの国民年金保険

料については、現年度納付することは可能であるものの、国民年金手帳の印紙

検認記録欄には検認印が無い。 

   加えて、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査及び氏

名の別読み検索などを行ったが、申立人に別の手帳記号番号が払い出されたこ



とをうかがわせる事情等は見当たらなかった。   

   このほか、申立人は、国民年金の加入手続及び申立期間の国民年金保険料の

納付に直接関与しておらず、保険料の納付を担っていたとする申立人の妻の記

憶も明確では無く、申立期間の保険料の納付をめぐる事情を酌み取ろうとした

が、新たな周辺事情等を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 4065 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 47年８月から 48年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 47年８月から 48年３月まで 

    国民年金には、当初、昭和 41年６月にＡ県Ｂ市で加入した。 

結婚後の 48年４月にＣ市Ｄ区においても夫婦で加入手続を行ったが、そ

れ以前の 47年８月に会社を退職した際に、当時居住していたＥ区でも加入

手続を行った記憶がある。 

申立期間の保険料については、私がＥ区で加入した際に交付を受けた国民

年金手帳により同区役所Ｆ出張所の窓口で夫婦二人分の保険料を３か月ご

とに納付したはずであり、未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 47 年８月に会社を退職後、当時居住していたＣ市Ｅ区で加

入手続を行い、申立期間の国民年金保険料を納付したと申し立てている。 

しかし、国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査及び氏名の別読み検索など

を行ったところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、Ａ県Ｂ市において昭和

41年６月 27日に、また、Ｃ市Ｄ区において夫婦連番で 48年５月 10日にそれ

ぞれ払い出されていることが確認できたものの、Ｅ区において手帳記号番号が

払い出された事跡は見当たらない。 

また、申立人は、Ａ県で交付された国民年金手帳により申立期間の国民年金

保険料を納付した記憶は無いと陳述している。 

さらに、申立人の所持するＤ区で交付された国民年金手帳の発行日を見ると、

昭和 48 年４月２日と記載されていることから、この手帳により申立期間の国

民年金保険料を現年度納付することは可能であるものの、手帳の印紙検認記録

欄には検認印が無い。 

加えて、仮に申立人の主張のとおりであるとした場合、申立人がＤ区で新た



に加入手続を行った時点で、同区では、申立人が約８か月前に同一市内におい

て既に加入していたことを確認しないまま、新たに国民年金手帳の交付を行っ

たこととなり、不自然な点は否めない。 

   このほか、申立人から申立期間の国民年金保険料の納付をめぐる事情を酌み

取ろうとしたが、新たな周辺事情等を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 

 

 
 

 

 



大阪厚生年金 事案 5850 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

住 所 ：  

 

   ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35年 11月１日から 36年９月１日まで 

   ねんきん特別便によれば、Ａ社及びＢ社における厚生年金保険加入期間に

ついて脱退手当金支給済みとなっている。 

Ａ社退職時に同社の担当者から説明を受け、脱退手当金を受給したことは

覚えているが、その後勤めたＢ社における加入期間については請求も受給も

していない。 

Ｂ社では経理を担当しており、同社に係る脱退手当金の手続をした覚えは

無いので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、オンライン記録上、申立期間と合算して脱退手当金が支給された

ことになっているＡ社の厚生年金保険加入期間については、会社の担当者に手

続をしてもらい、退職後、脱退手当金を受給したとしているところ、申立期間

以前に脱退手当金の支給記録は確認できないほか、同社の申立人の健康保険厚

生年金保険被保険者名簿には脱退手当金の支給を意味する「脱」が記されてい

ないことを踏まえると、この時期に脱退手当金を受給していたことをうかがわ

せる事情は見当たらない。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者記号番号は、申立期間と申立期間後で

は別の番号となっていることから、脱退手当金を受給したために異なっている

と考えるのが自然である。 

さらに、申立人の脱退手当金は、Ｂ社における厚生年金保険被保険者資格の

喪失日から約３か月後の昭和 36年 12月５日に支給決定されている上、同社の

健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人の欄には、脱退手当金の支給を意

味する「脱」の表示が記されているほか、申立期間とそれ以前の期間を基礎と



した脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然

さはうかがえない。 

加えて、申立人から聴取しても申立期間を含む脱退手当金を受給したことを

疑わせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期  

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 5851 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 28年 12月１日から 34年２月４日まで 

             ② 昭和 34年３月１日から同年５月７日まで 

             ③ 昭和 34年５月 10日から 43年２月 29日まで 

             ④ 昭和 43年 10月２日から 44年８月１日まで 

             ⑤ 昭和 45年５月２日から 48年２月 28日まで 

             ⑥ 昭和 48年３月２日から 49年２月 21日まで  

    厚生年金保険被保険者期間について、社会保険事務所（当時）に照会した

ところ、Ａ社、Ｂ社及びＣ社に勤務していた期間（申立期間①、②及び③）

とＤ社、Ｅ社及びＦ社に勤務していた期間（申立期間④、⑤及び⑥）の２回

にわたり脱退手当金が支給されたこととなっているが、当時、脱退手当金の

制度も知らなかったので、請求手続を行うはずがない。 

    いずれの脱退手当金も請求した記憶は無く、受給していないので、申立期

間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、いずれの申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶は無く、受給

していないとしている。 

申立期間①、②及び③については、オンライン記録によると、最終事業所で

あるＣ社の厚生年金保険被保険者資格の喪失日から約２か月後の昭和 43年５

月２日に支給決定されていることが確認できる。 

そこで、Ｃ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人が記載

されているページを含む前後計 11ページ（215人）に記載された女性のうち、

申立人と同一時期（おおむね２年以内）に受給要件を満たし資格を喪失した

11 人について、脱退手当金の支給記録を調査したところ、受給者は申立人を



含め 10人みられ、うち９人が資格喪失後約４か月以内に支給決定がなされて

いる上、同一支給日の受給者も散見できることから、申立人についてもその委

任に基づき事業主による代理請求がなされた可能性が高いものと考えられる。 

また、Ｃ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人の欄には、脱退手

当金の支給を意味する「脱」の表示が記されているほか、同表示には「43.３」

と併記されているところ、申立人の脱退手当金の支給決定が昭和 43年５月２

日になされていることを踏まえると、同表示は同年３月を意味すると考えられ、

脱退手当金請求に係る事務処理の際に記載されたと考えるのが自然である。 

申立期間④、⑤及び⑥については、オンライン記録によると、最終事業所で

あるＦ社の厚生年金保険被保険者資格の喪失日から約２か月後の昭和 49 年４

月 15 日に支給決定されていることが確認できるところ、申立人の脱退手当金

裁定請求書を見ると、申立人名義の署名、押印がなされている上、同年３月５

日付けでＨ社会保険事務所（当時）に提出されており、脱退手当金は当時の住

所地に近いＧ郵便局での隔地払（通知払）とされていることが確認できる。 

また、申立期間⑤のＥ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、

申立人の厚生年金保険被保険者台帳記号番号は昭和 49 年４月６日に最終事業

所であるＦ社に係る記号番号と重複取消されていることが確認できるところ、

当該事業所を退職した約１か月半後の同日が脱退手当金支給決定の直前であ

ることを踏まえると、脱退手当金の請求に併せて重複整理が行われたと考える

のが自然である。 

さらに、Ｆ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人の欄には、脱退

手当金の支給を意味する「脱」の表示が記されているほか、同表示には「49.

４.４」と併記されているところ、申立人の脱退手当金の支給決定が昭和 49

年４月 15 日になされていることを踏まえると、同表示は同年４月４日を意味

すると考えられ、脱退手当金請求に係る事務処理の際に記載されたと考えるの

が自然である。 

加えて、いずれの脱退手当金についても支給額に計算上の誤りは無いなど、

一連の事務処理に不自然さはうかがえないほか、申立人から聴取しても受給し

た記憶が無いというほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせる

事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5852 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

住 所 ：  

 

   ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年 10月 20日から 42年５月１日まで              

   Ａ社を退社する際、同社の厚生年金保険加入期間については脱退手当金を

受給したが、オンライン記録によれば、同社の期間とその後に勤務したＢ社

を合わせた期間について脱退手当金を受給したことになっている。 

Ｂ社の厚生年金保険加入期間については、脱退手当金を請求しておらず受

給していないので、厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人はオンライン記録上、申立期間と合算して脱退手当金が支給されたこ

ととなっている申立期間前のＡ社における厚生年金保険加入期間については、

脱退手当金を受給したとしているところ、申立期間以前に脱退手当金の支給記

録は確認できない上、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿に脱退手当金

の支給を意味する「脱」の表示は記されていないとともに、申立人の脱退手当

金裁定請求書を見ると、勤務期間は受給したことを認めているＡ社の期間と申

立期間が合わせて記載されていることを踏まえると、申立期間についても併せ

て脱退手当金が請求されたものと考えるのが自然である。 

   また、申立人の脱退手当金裁定請求書を見ると、昭和 42年５月 26日にＢ社

を管轄するＣ社会保険事務所（当時）に提出された後、退職所得の受給に関す

る申告書の署名欄に記入漏れがあったことから、いったん申立人に返戻され、

同年６月 12 日に再度提出されていることが確認できる上、裁定請求書の領収

書欄には申立人の記名、押印がなされていることから、申立人の脱退手当金支

給が社会保険事務所における当地払いにより行われたことが確認できる。 

さらに、Ｂ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人の欄には脱退手

当金の支給を意味する「脱」の表示が記されているとともに、Ａ社における加



入期間と申立期間とを合算して支給されたこととなっている脱退手当金の支

給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえず、ほ

かに申立期間を含む脱退手当金を受給したことを疑わせる事情は見当たらな

い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期  

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5853 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料 

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ：  昭和 29年１月８日から 32年７月１日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ

社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。

申立期間も同社に継続して勤務していたので、厚生年金保険被保険者であっ

たことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間も継続してＡ社に勤務し、厚生年金保険に加入していた

と申し立てている。 

しかし、社会保険事務所の記録では、Ａ社は、昭和 29年２月 28日に厚生年

金保険の適用事業所ではなくなっており、申立期間のうち、同日以降は、適用

事業所ではない。 

また、申立期間当時の事業主は、既に死亡しているため、申立人の申立期

間における勤務実態及び厚生年金保険料控除の状況は確認することができな

い。 

さらに、申立人は、申立期間当時の同僚の名前を記憶しておらず、Ａ社に

係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人と同一日で資格を

喪失している複数の元従業員に照会したが、申立人の申立期間における勤務

実態等を確認できる回答は得られなかった。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無

く、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5854 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 27年９月から 28年３月３日まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社（現在は、Ｂ社）に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の

回答をもらった。同社には、昭和 27 年９月から勤務したので、申立期間に

ついて厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間にＡ社で勤務し、厚生年金保険に加入していたと申し立

てている。 

しかし、Ｂ社は、申立期間当時の資料を保管しておらず、申立人の勤務実態

及び厚生年金保険料控除の状況は不明であるとしている。 

また、申立人は申立期間当時の同僚について記憶しておらず、Ａ社に係る健

康保険厚生年金保険被保険者名簿において申立期間に被保険者記録の有る元

従業員に照会し８人から回答を得たが、申立人の申立期間における勤務を推認

できる陳述は得られなかった。 

さらに、申立人は、Ｃ職として入社したと陳述しているところ、申立人と同

様にＣ職として入社し、「１年から１年半ぐらいは勤務した」としている元従

業員のＡ社における被保険者期間は６か月であり、申立人と同様に６か月から

１年程度の未加入期間が推認されることから、同社では、Ｃ職について、入社

後すぐには厚生年金保険に加入させていなかったことがうかがわれる。 

なお、申立人は、「年金の裁定請求時に、申立期間が年齢からすれば中学在

学中の期間であったことから、社会保険事務所において申立期間の年金記録が

削除されたような記憶がある」としているが、申立人に係るオンライン記録に

遡及
そきゅう

訂正等不自然な点は見られず、前述の被保険者名簿の記録とも一致してい



ることから、裁定請求時に記録の訂正が行われたとは考えられない。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5855 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者としてその主張する標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

と認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 53年６月１日から 55年 10月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況について照会したとこ

ろ、Ａ社（現在は、Ｂ社）で勤務した期間のうち、申立期間の標準報酬月額

が実際にもらっていた給与の額と異なる低い額で記録されていることが分

かった。同社には、月給 20万円を最低保証するという約束で入社したので、

申立期間について、正しい標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額は 20 万円であったのに、社会保険事務

所の記録はこれより低額であると申し立てている。 

しかし、申立人は、申立期間当時の給与明細書等を保管しておらず、一方、

Ｂ社も、申立期間当時の賃金台帳等の資料を保管しておらず、申立期間当時の

事業主は既に死亡しているため、申立期間に係る申立人の標準報酬月額等につ

いて確認することはできない。 

また、Ａ社において、申立期間を含む昭和 50年１月から 55年 11 月までの

期間に厚生年金保険被保険者資格を取得している８人に対し、当該期間におけ

る自身の標準報酬月額について照会したところ、５人から回答があり、そのう

ち１人は「分からない」としているものの、４人は「正しいと思う」としてい

る。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、申立期間

当時の申立人の標準報酬月額は、社長、専務に次いで高額であることが確認で

き、申立人の標準報酬月額が同社において不当に低かったとは考え難い。 

このほか、社会保険事務所の記録に、標準報酬月額の遡及
そきゅう

訂正等の不自然な



点は見られず、また、申立ての事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当

たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が申立期間において、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5856 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 14年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 38年１月ごろから 42年８月 22日まで 

夫の厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。

同社には昭和 38 年１月ごろから勤務したので、申立期間について厚生年金

保険被保険者であったことを認めてほしい。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間もＡ社に勤務し、厚生年金保険に加入していたと申し立

てている。 

しかし、申立人のＡ社における厚生年金保険の加入記録は、雇用保険の加入

記録と一致しているところ、同社では、「厚生年金保険と雇用保険の加入手続

は採用時に同時に行っていた。55 か月もの期間にわたって当該手続を行わな

いことは考えられない」としており、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険

者名簿において、申立期間に加入記録が有る複数の元従業員は、雇用保険被保

険者総合照会の結果から、厚生年金保険と雇用保険に同時に加入していること

が確認できる。 

また、申立人の妻は同僚の名前を記憶していないため、前述の被保険者名簿

において、申立期間に加入記録が有る元従業員のうち、住所が判明した 16 人

に照会し７人から回答を得たが、申立人を記憶している者はおらず、申立人の

申立期間における勤務は確認できない。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5857 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 32年１月から同年８月まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、申

立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。申立期間は、Ａ社（現在は、

Ｂ社）Ｃ工場でＤ職として勤務したので、厚生年金保険被保険者であったこ

とを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

同僚の陳述等から判断して、時期は特定できないものの、申立人がＡ社Ｃ工

場に勤務したことが推認できる。 

しかし、申立人は、Ａ社Ｃ工場でＤ職として勤務していたと申し立てている

ところ、同社の複数の元従業員は、「申立期間当時、Ａ社Ｃ工場では、Ｄ職は

厚生年金保険に未加入だった」と陳述しており、また、これらの元従業員のう

ち、昭和 31年９月にＤ職として入社し 32年３月１日付けで正社員になったと

する者二人について、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録を

見ると、両人共に正社員になった同一日に被保険者資格を取得していることが

確認できることから、申立期間当時、同社Ｃ工場では、Ｄ職を厚生年金保険に

加入させていなかったことがうかがえる。 

さらに、Ｂ社Ｃ工場は、「当社が保管する社会保険台帳に申立人の記録は無

い」としている。 

加えて、前述の被保険者名簿において、申立期間の健康保険整理番号に欠番

は無く、同名簿の記録に不自然な点も見られない。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5858（事案 3919の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、労働者年金保険被保険者として労働者年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 18年７月１日から 19年４月 16日まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答をもらっ

た。 

それで、年金記録確認第三者委員会に対して記録訂正を申し立てたが、

申立期間におけるＡ社での勤務が確認できない等の理由で申立ては認め

られなかった。 

今回、新たにＡ社で一緒に勤務していた同僚 13人の名前を挙げるので、

申立期間について、労働者年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

また、Ａ社で労働者年金保険の加入記録が無ければ、Ｂ社という事業所

で労働者年金保険に加入したかもしれないので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、申立人の申立期間におけるＡ社での勤

務が確認できない等として、既に当委員会の決定に基づき、平成 21 年８月

18日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

   今回、申立人は、申立期間におけるＡ社での勤務等を示す新たな情報とし

て、同僚 13人の名前を挙げているが、そのうち 10人については、申立人は

姓のみしか記憶していないため本人を特定することができない。また、その

他の３人については、本人を特定できるものの、そのうち２人は既に死亡し

ており、残りの１人からは回答が得られないことから、これらの者から申立

人の申立期間における同社での勤務等について確認することはできない。 

   さらに、申立人は、「申立期間は、Ｂ社という事業所で労働者年金保険に

加入したかもしれない」としているが、社会保険事務所の記録によると、申



立期間当時、申立人の勤務地であるＣ県Ｄ市に当該名称の適用事業所は無い。 

   その他に当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらない

ことから、申立人が労働者年金保険被保険者として申立期間に係る労働者年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 



大阪厚生年金 事案 5859 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 28年１月５日から 40年４月 28日 

申立期間の前に勤務していたＡ社で勤務していたころ、Ｂ社で手伝いをす

るよう命じられ、就業時間終了後に勤務するようになったが、その後、正式

にＢ社に入社した。同社では、毎月の給与明細を受け取ったことはなかった

が、社長から「お前のことはちゃんとしているから」と言われたことを覚え

ている。 

Ｂ社を退職して２か月後に、社会保険事務所（当時）から２名の職員が自

宅を訪れ、厚生年金保険料を納付するよう言われたことを覚えており、この

ことから、会社は私の厚生年金保険料を支払ってくれていたものと確信して

いる。 

申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ｂ社の所在地、事業内容、申立期間当時の周辺事情を詳細に記憶

していること並びに同社の同僚及び元事業主の関係者が申立人を記憶してい

ることなどから判断すると、期間は特定できないものの、申立人は同社で勤務

していたことが推認できる。 

しかしながら、オンライン記録によると、Ｂ社が厚生年金保険の適用事業所

となった日は、平成５年 10月 18日であり、申立期間は、同社が適用事業所と

なる前の期間に当たる。なお、オンライン記録において、Ｂ社に類似する事業

所名称での検索も行ったが、適用事業所として該当する記録は見当たらなかっ

た。 

また、Ｂ社の申立期間当時における事業主及び当時経営に携わっていたとみ

られる者は亡くなっているほか、申立人が当時の同僚として名前を挙げた者か



らは保険料控除に関する具体的な陳述は得られなかったことなどから、申立人

の申立期間における保険料控除について確認することができない。 

さらに、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検

索を行ったが、申立人の申立期間における被保険者記録は見当たらない。 

なお、申立人は、昭和 40 年７月初旬に、社会保険事務所の職員が、申立人

の自宅に厚生年金保険料の徴収に来たと主張していることから、年金事務所に

照会をしたところ、同社は、「当時の収滞納一覧表等の資料は無い上、申立人

宅を訪問した職員についても不明」と回答しており、当時の事情について明ら

かとすることはできなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除をうかがわせる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5860  

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 21年３月 10日から同年 12月 10日まで 

             ② 昭和 22年４月 18日から 23年９月１日まで 

    申立期間①については、Ａ社に、申立期間②については、Ｂ社にＣ職とし

て勤務していた。 

申立期間②については、Ｄ社がＢ社を買収した時期であり、継続して勤務

していたので、空白期間とされているのは納得がいかない。 

申立期間①及び②について厚生年金保険の被保険者期間であったことを

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、同僚の陳述及び申立人がＡ社の設立者として名前を

挙げた４名のうち、３名については同社に係る商業登記簿役員欄で確認できる

ことなどから、勤務期間は特定できないものの、同社に勤務していたものと推

認される。 

しかしながら、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となったのは、昭和 23年

６月 25日であり、申立期間は適用事業所となる前の期間に当たる。 

なお、申立人がＡ社の設立者として名前を挙げた上記の３名については、

いずれも申立期間において同社での厚生年金保険の加入記録は無く、これら

３名のうち、代表取締役の資格取得日は同社が適用事業所となった昭和 23年

６月 25日であることが確認できる。 

また、Ａ社は昭和 39 年 11 月に厚生年金保険の適用事業所ではなくなって

いる上、当時の代表取締役及び役員はいずれも亡くなっているほか、当時の

同僚からも申立人の勤務実態及び保険料控除等についての具体的陳述は得ら

れず、当時の事情を明らかにすることはできなかった。 



さらに、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による

検索を行ったが、申立人の申立期間①における被保険者記録は見当たらない。 

申立期間②については、申立人が名前を挙げた同僚のＢ社での厚生年金保

険の被保険者記録が確認できることから、勤務期間は特定できないものの、

申立人が同社に勤務していたものと推認される。 

一方、申立人は、申立期間当時、Ｄ社がＢ社を買収し、申立人を含め８人

の者が、Ｄ社からＢ社へ一緒に異動したと申し立てているところ、これら両

社の商業登記簿によると、昭和 20 年 10 月 15 日付けでＤ社の代表取締役が、

Ｂ社の代表取締役にも就任していることが確認できることから、申立人主張

のとおり、申立期間当時、これら両社は関連会社であったとみられる。 

しかしながら、Ｄ社及びＢ社の両社に係る健康保険厚生年金保険被保険者

名簿をみると、申立人と同じ昭和 22年４月中にＤ社において資格を喪失した

者は７人確認できるところ、このうちＢ社で資格を取得している者は、申立

人を含め３人みられるものの、いずれも申立人と同様に申立期間当時に空白

期間が生じている。 

また、申立人が名前を挙げたほかの二人の同僚は、Ｂ社での厚生年金保険

の被保険者記録は確認できず、当該二人の同僚の厚生年金保険の被保険者記

録は、申立期間中もＤ社において継続している。 

さらに、Ｄ社及びＢ社の両社は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなく

なっている上、当時の代表取締役及び役員はいずれも亡くなっているほか、

上記の同僚も所在不明等のため、申立人の勤務実態及び保険料控除等につい

ての具体的陳述は得られず、当時の事情を明らかとすることはできなかった。 

加えて、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による

検索を行ったが、申立人の申立期間②における被保険者記録は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間①及び②において事業主により給与から厚生

年金保険料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5861  

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 31年８月 20日から 35年９月１日まで 

    私は、Ａ社に昭和 31 年８月 20 日に入社し、56 年 12 月 31 日までＢ職と

して勤務したが、社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録につい

て照会したところ、申立期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。 

    申立期間もＡ社に勤務していたので、厚生年金保険の被保険者であったこ

とを認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が、申立期間においてＡ社でＢ職として勤務していたことは、同社提

出の人事記録及び元同僚の陳述により確認できる。 

   しかしながら、上記人事記録によると、申立人は、申立期間に当たる昭和

31 年８月から 35 年９月までの期間において、「臨時員としてＢ職補助」と記

録されていることが確認できるところ、Ａ社は、「臨時員は、正社員とは雇用

形態及び身分の異なる従業員であり、厚生年金保険には加入させない取扱いで

あった。当時の資料は残っていないものの、臨時員として勤務していた期間は、

申立人の給与から厚生年金保険料を控除していなかったものと考えられる」旨

を回答している。 

また、上記同僚からは、申立人の申立期間における厚生年金保険への加入及

び保険料控除について具体的な陳述は得られなかった。 

なお、Ａ社Ｃ工場に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申立

人が、「一緒に正社員として入社した」とする申立人の夫の昭和 35年９月１日

の標準報酬月額は２万円（13 等級）であるところ、同日における申立人の標

準報酬月額はそれと大きく異なる 8,000円（６等級）であることが確認できる

ことから、申立期間当時、申立人は、夫と雇用条件及び身分が異なっていたこ



とがうかがえる。 

さらに、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検

索を行ったが、申立人の申立期間における被保険者記録は見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与から

の控除については、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

大阪厚生年金 事案 5862                         

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年３月 21日から同年４月１日まで 

社会保険事務所(当時)に厚生年金保険の加入状況について照会したとこ

ろ、Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回答を

もらった。申立期間に勤務していたことを記憶しているので、厚生年金保険

の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

同僚の陳述及びこれと符合する申立人の事務引継ぎ並びに送別会の状況等

に関する具体的な陳述内容などから判断すると、申立人は申立期間もＡ社で勤

務していたことが推認される。 

しかしながら、当時Ａ社で経理事務を担当していた同僚からは、「申立人が

申立期間に被保険者であった場合、昭和 37年３月の保険料控除額の計算及び、

同年４月１日付けでの資格喪失届を提出しているはずだが、そのような手続を

した記憶は無く、申立人の同年３月の保険料は控除していない」旨の陳述が得

られた。 

また、上記経理事務担当の同僚は、「当時、資格喪失届は、原則として退職

月に係る給与締切日(20日)の翌日である 21日から月末までの日付を喪失日と

して届け出ていた」旨陳述しているところ、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険

被保険者名簿において、当該同僚が在籍していた昭和 36 年６月から 39 年 10

月までの間に、被保険者資格を喪失している 27 名の資格喪失日をみると、退

職月の21日から月末までの間に資格を喪失している者が18名確認できるなど、

上記の陳述内容と符合している。 

さらに、Ａ社は昭和 39年 11月 16日に適用事業所ではなくなっているため、

Ｂ社（Ａ社の親会社）に照会を行ったが、申立人の申立期間に係る保険料控除



 

等については、申立期間当時の資料が残っておらず不明である旨回答している。 

加えて、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検

索を行ったが、申立人の申立期間における被保険者記録は見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除については、申

立人の記憶は定かではなく、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

大阪厚生年金 事案 5863  

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35年４月１日から 37年７月１日まで 

    私は、昭和 35年４月１日から 38 年５月 31日までＡ社Ｂ支店に継続して

勤務し、Ｃ事業所においてＤ業務に従事した。 

しかし、社会保険事務所(当時)の記録では資格取得日が昭和 37 年７月１

日となっており、申立期間が未加入期間とされている。 

申立期間には、健康保険被保険者証を使用した記憶があるので申立期間に

ついて厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社Ｂ支店に昭和 35 年４月に入社し、Ｃ事業所で勤務していた

と申し立てているところ、申立人と同じく当該事業所で勤務していた同僚の陳

述から判断すると、申立人は、申立期間において同社に勤務していたことが推

認される。 

しかしながら、昭和 35 年２月にＡ社Ｂ支店に入社し、申立人と同じくＣ事

業所で勤務していたとする上記同僚の厚生年金保険の加入記録をみると、入社

１年７か月後の36年９月21日に同社で資格を取得していることが確認できる。 

また、申立人のＡ社Ｂ支店における厚生年金保険の資格取得日が昭和 37 年

７月１日と記録されているところ、厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿

によると、申立人の厚生年金保険記号番号は資格取得日とほぼ同時期の同年８

月 31 日に払い出されていることが確認できるほか、申立期間当時の同社Ｂ支

店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には健康保険整理番号に欠番は

無く、記録に不自然な点も見当たらない。 

一方、オンライン記録によると、Ａ社Ｂ支店は昭和 63 年４月１日に厚生年

金保険の適用事業所ではなくなっているほか、同社の事業を承継したＥ社は、



 

「当時の資料は残っておらず、申立人の申立期間における厚生年金保険への加

入及び保険料控除について確認できない」と回答している。 

また、Ａ社Ｂ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、複数の同

僚を抽出し調査したが、申立人の申立期間における厚生年金保険への加入及び

保険料控除など、当時の事情を明らかとする関連資料及び周辺事情は得られな

かった。 

さらに、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検

索を行ったが、申立人の申立期間における被保険者記録は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

大阪厚生年金 事案 5864 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 63年８月 25日から平成１年１月 25日まで 

私は、申立期間において、Ａ社でＢ職として勤務していた。 

しかし、社会保険事務所(当時)から、申立期間の厚生年金保険の加入記

録は無いとの回答を受けた。昭和 63 年 11 月末又は同年 12 月の上旬に負

傷し、労働者災害補償保険から給付を受けているので、Ａ社で在職してい

たことは間違いない。また、申立期間当時、子供が小さかったので健康保

険被保険者証も持っていた。申立期間を厚生年金保険の被保険者であった

ことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社での勤務内容及び在職中にけがをしたことを明確に記憶して

いるほか、申立人提出の預金通帳を見ると、Ｃ労働基準監督署から労働者災害

補償保険による給付とみられる金額が振り込まれていることが確認できるこ

となどから判断すると、申立期間当時、申立人は同社で勤務していたものと考

えられる。 

しかしながら、Ａ社の事業主及び申立期間当時の社会保険担当者からは、「Ａ

社では試用期間があり、入社と同時には厚生年金保険に加入させないことを社

員に説明し、その上で勤務させていた」旨の陳述が得られた。 

また、オンライン記録から同僚を抽出し、照会したところ、申立人と同時期

の昭和 63 年８月ごろに入社し、同質の業務に従事していた同僚の資格取得時

期は、同年 12 月となっていることが確認でき、上記の事業主等による陳述内

容とも符合している。 

このことから、Ａ社は、申立期間において、入社と同時に厚生年金保険に加

入させていた訳ではなかったことがうかがわれる。 



 

一方、上記のＡ社の事業主からは、「労働者災害補償保険の申請は、業務上

の負傷により、継続して勤務することが困難と判断した社員に対して行ってい

たので、そのような社員の場合は、試用期間経過後であっても厚生年金保険に

加入させていたとは考え難い」旨の陳述も得られた。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申立期間

当時の健康保険整理番号に欠番は無く、同名簿の記録に不自然な点も見当たら

ないほか、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検

索を行ったが、申立人の申立期間における被保険者記録は確認できなかった。 

このほか、申立人が申立期間において、事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



 

大阪厚生年金 事案 5865 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 42年７月から 46年１月まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ｇ

社に勤務した申立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。 

    私だけでなく、同僚もＧ社での厚生年金保険の加入記録が無いのはおかし

い。 

申立期間について、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の当時の同僚に係る記憶及び複数の元従業員の陳述から判断して、時

期は特定できないものの、申立人がＧ社に勤務していたことが推認できる。 

しかし、申立人が同僚として名を挙げた者（二人）及びＡ氏が同僚として名

を挙げた別の者（二人）は、Ａ氏の陳述から職種も雇用形態も申立人と同じで

あったとみられるところ、いずれの者もＧ社に係る厚生年金保険被保険者とし

ての記録は無い。 

また、別の元従業員（二人）は、入社後、一定期間経過後に厚生年金保険に

加入したとしている上、申立人と１年弱程度一緒に勤務したとするほかの元従

業員の加入記録をみると、申立期間と重なる期間は、申立人が申立期間の終期

まで勤務していたとしても１か月程度であることから、同人についてもＧ社に

おいて厚生年金保険の未加入期間があったものと考えられる。 

これらのことから、申立期間当時のＧ社には、厚生年金保険に未加入の従業

員が複数存在し、事業所は、従業員を厚生年金保険に加入させる場合も、必ず

しも入社後すぐに加入させる取扱いを行っていなかったことがうかがわれる。 



 

さらに、Ｇ社は、平成 15 年に厚生年金保険の適用事業所ではなくなってお

り、当時の事業主及び経理担当者は既に死亡しているため、これらの者から申

立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料控除の状況を確認する

ことはできない。 

加えて、申立人の申立期間に係る雇用保険の加入記録は無い。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

大阪厚生年金 事案 5866 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：      

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  昭和 32年６月 15日から 33年９月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いと回答をもらった。申

立期間も住み込みで同社に勤務したことは間違いないので、厚生年金保険被

保険者であったと認めてほしい。 

        

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社の元従業員の証言から、申立人が申立期間も同社に勤務していたことが

推認できる。 

しかし、申立期間当時の従業員のうち二人については、自身の記憶及び同

僚の陳述からＡ社への入社時期が推測できるところ、そのうち一人は、入社

後約９か月から 15か月程度、もう一人は 22か月から 35か月程度経過してか

ら厚生年金保険に加入しているとみられることから、申立期間当時、同社で

は、従業員を入社後直ちに厚生年金保険に加入させていなかったことがうか

がわれる。 

また、Ａ社は、既に閉鎖しており、当時の事業主も死亡しているため、同

社から申立人の申立期間における勤務の実態及び厚生年金保険料控除の状況

について確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無

く、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

大阪厚生年金 事案 5867 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 30年７月１日から同年 10月１日まで 

           ② 昭和 30年 12月 31日から 31年１月１日まで 

厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所(当時)に照会したとこ

ろ、Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回答をもら

った。 

Ａ社には、昭和 30年７月１日から同年 12 月 31日まで勤務したので、申

立期間についても、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人は、昭和 30 年７月１日からＡ社で勤務し、

厚生年金保険に加入していたと申し立てている。 

しかし、Ａ社が保管する健康保険厚生年金保険被保険者資格取得届において、

申立人の資格取得日は、昭和 30年 10月１日と記載されている。 

また、Ａ社は、「申立期間当時、入社後３か月の試用期間が有り、この期間

は厚生年金保険に加入させていなかった」としている。 

さらに、申立期間当時にＡ社で経理事務を担当していたとする元従業員二人

も、「３か月の試用期間が経過した後に厚生年金保険に加入させる取扱いであ

った」と陳述しているところ、そのうちの一人は、自身が記憶する入社日であ

る昭和 29年７月から３か月後の同年 10月１日に資格を取得していることが、

オンライン記録で確認できる。 

   申立期間②については、申立人は、昭和 30年 12月 31日までＡ社に勤務し、

厚生年金保険に加入していたと申し立てている。 



 

   しかし、Ａ社が保管する健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失届において、

申立人の資格喪失日は、昭和 30年 12月 31日と記載されている。 

   また、Ａ社は、「申立人には、勤務の最終日に最後の給与を支払い、翌日付

けで資格喪失届を記載したので、申立人の退職日は昭和 30年 12 月 30日であ

る」としている。 

   さらに、Ａ社は、「申立期間当時、退職者の希望に合わせて退職日を決め、

それに合わせて保険料の控除を行っていたと思う」としているところ、同社に

係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、申立人以外にも月の末日を

資格喪失日としている者が多数見られる。 

   このほか、申立人の申立期間①及び②に係る保険料控除を確認できる関連資

料は無く、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

大阪厚生年金 事案 5868 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和２年生 

住        所 ：  

               

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 21年 11月 25日から 24年８月まで 

     私は、昭和 21年８月 21日から 24 年８月までの期間、Ａ社に継続して勤

務し、Ｂ業務に従事した。しかし、社会保険事務所（当時）の記録では、21

年８月 21日から同年 11月 25日までの期間以外は厚生年金保険に未加入と

されているので、申立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 21 年８月 21 日にＡ社に入社し、24 年８月に退職するまで

同社に継続して勤務していたと申し立てている。 

しかし、申立人からは申立期間当時の勤務状況及び保険料控除についての陳

述を得ることができず、また、申立期間当時、Ａ社に勤務していた複数の同僚

も、申立人のことを記憶していないと陳述している。 

さらに、Ａ社から営業及び商号を譲渡されたＣ社は、申立期間当時の詳細に

ついては不明であると回答している。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていたことをうかがわせる資料及び周辺事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

大阪厚生年金 事案 5869   

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 26年９月１日から 27年３月１日まで 

私は、昭和 26年１月 30日にＡ社を解雇され、同年２月から同年７月まで

の６か月間、失業保険を受給し、同年８月１日にＢ社に就職した。 

昭和 26 年８月１日に就職し、最初の１か月は厚生年金保険に加入してい

なかったが、翌月の同年９月１日からＢ社において、厚生年金保険に加入し

たことを覚えている。 

申立期間について、勤務していたことに間違いはないので当該期間を厚生

年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 26年８月１日に Ｂ社に入社し、１か月経過した後の同年９

月１日から厚生年金保険の被保険者資格を取得したと申し立てている。 

しかし、Ｂ社の閉鎖登記簿謄本の役員欄に氏名が記載されている４名のうち、

連絡先の判明した１名に照会文書を送付したところ、宛所不在であり、申立期

間当時の申立人の勤務状況及び保険料控除について確認することができない。 

また、申立期間にＢ社で被保険者資格を有する従業員６名及び代表取締役は

全員が死亡又は連絡先不明であり、申立期間当時の申立人の勤務状況及び保険

料控除について確認することができない。 

このほか、申立人が申立期間において、事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

大阪厚生年金 事案 5870  

 

第１ 委員会の結論  

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等  

氏  名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正15年生 

住  所 ：  

 

２ 申立内容の要旨   

申 立 期 間 ： 昭和23年５月１日から24年12月１日まで  

厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所（当時）に照会したと

ころ、Ａ社Ｂ事業所に勤務した期間のうち、申立期間について加入記録が

無い旨の回答をもらった。私は同社に昭和22年11月に入社して62年３月に

退職するまで、一度も出向及び転籍などを経験することなく継続して勤務

した。当時の給与明細などは処分して残っていないが、給与より厚生年金

保険料を控除されていたと思うので、厚生年金保険被保険者であったこと

を認めてほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ社人事部提出の退職者台帳によると、申立人が申立期間のうち昭和23年８

月27日以降の期間において同社に勤務していたことが確認できる。 

しかし、オンライン記録を見ると、Ａ社Ｂ事業所（厚生年金保険適用事業所

記号番号 Ｃ）は、申立人が同社Ｂ事業所で被保険者資格を喪失した日と同一

日の昭和23年５月１日付けで厚生年金保険の適用事業所ではなくなっている

上、同社Ｂ事業所（厚生年金保険適用事業所記号番号 Ｄ）は、申立人が同社

Ｂ事業所で被保険者資格を再取得した日と同一日の24年12月１日付けで厚生

年金保険の適用事業所となっており、申立期間は厚生年金保険の適用事業所で

はない。 

また、オンライン記録において、Ａ社Ｂ事業所（Ｃ）及び同社Ｂ事業所（Ｄ）

で被保険者資格を取得している者は申立人以外に申立人の上司１名が確認で

きるものの、当該上司についても申立人と同様に申立期間に係る被保険者期間

の欠落がみられる。 

さらに、申立期間のうち、昭和23年５月１日から同年８月27日までの期間に



 

ついて、Ａ社人事部は、勤務を認めておらず、加えて、当時同社Ｂ事業所で勤

務していた前述の上司は既に死亡していることから、申立人の申立期間におけ

る保険料控除の状況についての確認ができない。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

大阪厚生年金 事案 5871  

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 19年 10月１日から 21年９月９日まで 

                          ② 昭和 21年９月 16日から 27年１月 26日まで 

ねんきん特別便の内容に漏れがあるため、平成 20 年４月 14 日に年金加

入記録回答(照会)票をＡ社会保険事務所(当時)へ調査依頼したところ、21

年２月 27 日付けＢ社Ｃ事業所の昭和 19 年 10 月１日から 21 年９月９日ま

での期間及びＤ社Ｅ工場の同年９月 16日から 27年１月 26日までの期間に

ついて、脱退手当金支給済みとの回答を受けた。 

昭和 27年１月にＤ社Ｅ工場を退職後、実家に戻り、手に職を得るためＦ

業務を習い始め、その後、縁があり同年 11月に結婚して引っ越した。 

脱退手当金を受けたとされている昭和 28 年２月ごろには、Ｄ社及び社会

保険事務所との接点は全く無く、脱退手当金という制度があること自体知ら

されていなかった。 

脱退手当金は、請求したことも受給したことも無いので、当該期間につい

て厚生年金保険被保険者期間であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間①及び②に係る脱退手当金を請求した記憶は無く、受給

していないとしている。 

しかし、Ｄ社が作成、保管している厚生年金保険給付関係記録簿をみると、

申立人の脱退手当金は昭和 27年 12月 29日に事業主により代理請求がなされ

ていることが確認できる。 

また、Ｄ社Ｅ工場の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の女性で、申立人と

同一時期(おおむね３年以内)に受給要件を満たし資格を喪失した者 39 名につ

いて、脱退手当金の支給記録を調査したところ、申立人を含め 15 名に支給記



 

録が確認でき、このうち連絡先が把握できた２名は、退職時に同社から脱退手

当金について説明があり、会社で手続をしたと陳述している。このことは、Ｄ

社が｢国民年金制度発足前の退職者で、再就職の予定の無い被保険者には脱退

手当金を請求するよう指導し、代行請求をしていた｣と陳述していることと符

合する。 

さらに、申立人の厚生年金保険被保険者台帳には、脱退手当金を支給した旨

が記載されているとともに、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤り

は無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

加えて、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



 

大阪厚生年金 事案 5872 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

 氏    名 ： 女 

 基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

 住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 47年 10月 26日から同年 12月 25日まで 

社会保険事務所(当時)に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ社

に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回答を受けた。同社

には、昭和 47年７月から同年 12月まで継続して勤務したので、申立期間に

ついて、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、申立期間もＡ社で継続して勤務し、厚生年金保険に加入していた

と申し立てている。 

しかし、Ａ社は、昭和 57 年に厚生年金保険の適用事業所ではなくなってお

り、申立期間当時の事業主は既に死亡しているため、同社等から申立人の申立

期間における勤務実態及び保険料控除の状況は確認できない。 

また、申立人は、同僚を記憶していない上、Ａ社に係る健康保険厚生年金保

険被保険者名簿において申立期間に被保険者記録が有る元従業員に照会して

も、申立人を記憶している者はいない。 

さらに、前述の被保険者名簿を見ると、昭和 47年 11月１日に申立人の健康

保険被保険者証が返納された旨の記載が有る。 

加えて、雇用保険の記録におけるＡ社での申立人の離職日は、昭和 47年 10

月 25日であり、厚生年金保険の記録と整合している。 

 このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除について確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

大阪厚生年金 事案 5873 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 58年６月ごろから 59年１月 20日まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。同

社には、昭和 58年６月ごろから 59年３月まで勤務したので、申立期間につ

いて、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間もＡ社で勤務し、厚生年金保険に加入していたと申し立

てている。 

しかし、雇用保険の記録によれば、申立人は、申立期間内の昭和 58年６月

19 日から同年 12 月 15 日までの期間に雇用保険の失業給付を受給しており、

その後、Ａ社において厚生年金保険被保険者資格を取得した日の翌日の 59年

１月 21日に雇用保険被保険者となったことが確認できる。 

また、申立期間当時、Ａ社において社会保険事務を担当していた元役員は、

「Ａ社では、従業員を正社員として雇用した時点で厚生年金保険及び雇用保

険に加入させていた。また、社会保険事務所に届け出たとおりに保険料控除

を行っており、申立期間に係る申立人の厚生年金保険加入記録が無いのであ

れば、当該期間は保険料控除をしていなかったと思われる」と陳述している。 

さらに、Ａ社は、平成 17 年に厚生年金保険の適用事業所ではなくなってお

り、申立期間当時の事業主は既に死亡していることから、同社等から申立期間

における申立人の勤務実態及び保険料控除の状況を確認することはできない。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。  



 

大阪厚生年金 事案 5874  

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年６月ごろから 55年７月１日まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回答を受けた。同

社には昭和 51 年６月ごろから勤務していたので、申立期間について、厚生

年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録から、申立人が昭和 52年 10月６日からＡ社で勤務していた

ことが推認できる。 

しかし、オンライン記録によれば、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となっ

たのは、申立人が同社で被保険者資格を取得した日と同一日の昭和 55 年７月

１日であり、申立期間は適用事業所ではない。 

また、申立期間当時、経理を担当していた元役員は、「Ａ社は、昭和 55年７

月１日以前は適用事業所となっておらず、保険料も控除していなかった。従業

員には、採用時に厚生年金保険は無いことを伝えていた」と陳述しているほか、

申立人が記憶している者を含む複数の元従業員も、「自身が入社した昭和 51

年６月当時、会社には厚生年金保険が無かった。その後、55 年７月になって

から厚生年金保険に加入した」と陳述している。 

さらに、前述の元役員及び複数の元従業員は、「会社が厚生年金保険に加入

するまでは、国民年金に加入していた」と陳述しているところ、オンライン記

録を見ると、これらの者はいずれも申立期間に国民年金保険料を現年度納付又

は過年度納付していることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料及び周

辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

大阪厚生年金 事案 5875  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年７月 26日から 10年９月３日までの期間の

うち６か月  

私は、Ａ社に平成９年７月 26 日から 10 年９月３日までの期間で６か月

間勤務していたが、厚生年金保険の加入記録が無く、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間において、Ｂ市Ｃ区のＤ駅近くに所在していたＡ社に

勤務していたと申し立てているところ、同地区に所在するＥ社は、「Ｄ駅近く

に片仮名のＦ社という事業所が存在していた」旨の陳述をしている。 

しかし、オンライン記録において、Ａ社は、厚生年金保険の適用事業所と

しての記録は無い。 

また、Ａ社は、労働保険の適用事業所としての記録が無い上、管轄法務局

において商業登記の記録も無い。 

さらに、申立人とその妻は、申立期間に国民年金に加入し、免除申請の手

続を行い、国民年金保険料を免除されている。 

加えて、申立期間における申立人の雇用保険の記録は確認できない。 

また、申立人は、Ａ社の代表者、上司及び同僚の氏名を記憶しておらず、

これらの者から同社における申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除に

ついて確認することができなかった。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

大阪厚生年金 事案 5876   

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名  ：  女 

    基礎年金番号  ：   

    生 年 月 日  ：  大正 13年生 

    住    所  ：   

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 18年ごろから 20年 12月末ごろまで 

私は、昭和 18 年ごろから 20 年 12 月末ごろまでＡ社Ｂ事業所でＣ職として

勤務していたにもかかわらず、厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間を厚

生年金保険の加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社Ｂ事業所の同僚の陳述から、在職期間は特定できないものの、申立人が

同社に勤務していたことが推認できる。 

しかし、女子労働者が厚生年金保険の加入対象となったのは昭和 19 年６月

以降であり（昭和 19 年 10 月から保険料の徴収が開始）、申立期間のうち、18

年ごろから 19年 10月１日までの期間は、申立人は厚生年金保険の加入対象者

ではない。 

また、オンライン記録によると、Ａ社Ｂ事業所が厚生年金保険の適用事業所

となったのは、申立期間より後の昭和 25 年５月１日であり、申立期間は適用

事業所ではない。 

さらに、Ａ社Ｂ事業所が厚生年金保険の適用事業所となった当時にＣ職であ

った同僚は、「私は、Ａ社Ｂ事業所が厚生年金保険の適用事業所となった昭和

25 年５月１日より前の 23 年 11 月から勤務していたが、給与から保険料控除

されたのは適用事業所となった 25 年５月１日以降であり、それ以前は保険料

を控除されていない」旨を陳述している。 

加えて、申立期間当時、Ａ社Ｂ事業所でＤ職だった同僚の記録を見ると、同

社Ｂ事業所での被保険者記録は無く、当時、既に厚生年金保険の適用事業所と

なっていた同社本社において被保険者資格を取得していることが確認できる

ところ、同社本社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿についても調査したも



 

のの、申立人の申立期間に該当する記録は見当たらなかった。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

大阪厚生年金 事案 5877  

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 32年８月６日から 33年５月まで 

私は、昭和 32 年４月１日から 33 年５月までＡ社に勤務していたが、社

会保険事務所（当時）の記録では、申立期間が厚生年金保険の未加入期間

とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 32 年４月１日から 33 年５月までＡ社に勤務し、途中の 32

年８月から同年 12 月まで病気で入院した後、同社に復帰したと申し立ててい

る。 

しかし、申立人は、「入院中においてＡ社から給与は支給されず、社会保険

料の自己負担分を会社に支払った記憶も無い」旨を陳述していることから、同

社は、申立期間において申立人を厚生年金保険に加入させておらず、保険料を

控除していなかったことがうかがえる。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に記載のある複数の同

僚に照会を行ったところ、申立人が同社において被保険者資格のある入社当初

においては申立人の在職は確認できたものの、申立人が再び同社に復帰したと

される昭和32年12月以降については申立人の在職を確認する陳述を得ること

ができなかった。 

さらに、上記の被保険者名簿において、申立人が昭和 32 年８月６日に資格

を喪失し、健康保険被保険者証を返却したことを示す「証返」の記載が確認で

きる。 

加えて、Ａ社は既に適用事業所ではなくなっている上、事業主は死亡してい

るため、同社及び事業主からは、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生

年金保険料の控除について確認することができなかった。 



 

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

大阪厚生年金 事案 5878 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 19年４月１日から 20年８月 10日まで 

私は、Ｄ学校２年の４月に勤労動員学徒として強制的にＡ社Ｂ工場に配

属され、Ｃ業務に従事した。 

しかし、社会保険事務所（当時）の記録では、Ａ社Ｂ工場に勤務してい

た期間が厚生年金保険の未加入期間とされているので、申立期間を厚生年

金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が、Ａ社Ｂ工場での同僚として名前を挙げたＤ学校の同窓生３人のう

ち連絡がとれた同窓生１人及び申立人自身の陳述から、期間は特定できないも

のの、申立人が申立期間に勤労動員学徒としてＡ社Ｂ工場に勤務していたこと

が推認できる。 

しかしながら、勤労動員学徒については、労働者年金保険法施行令（昭和

16 年勅令第 1250 号）第 10 条第３号及び昭和 19 年厚生省告示第 50 号（昭和

19年５月 29日）により、労働者年金保険（現在は、厚生年金保険）の被保険

者には該当しない取扱いとされている。 

また、学徒勤労令（昭和 19年８月 23日勅令第 518号）及び学徒勤労令施行

規則（昭和 19年８月 23日文部、厚生、軍需省令）においては、学徒勤労を受

ける者が負担する経費の中には、厚生年金保険料は規定されていない。 

さらに、Ａ社Ｂ工場に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立期

間において、申立人が同僚として名前を挙げている同窓生３人を含むＤ学校の

同窓会名簿に掲載された生徒の名前は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことを認めることはできない。 



 

大阪厚生年金 事案 5879 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 26年８月から 28年１月まで 

私は、Ａ社Ｂ支店のＣ事業所に昭和 26 年８月ごろから 28 年１月ごろま

で「Ｅ職」として勤務していたが、社会保険事務所（当時）の記録によると、

当該期間が厚生年金保険の未加入期間とされている。 

当時、Ａ社Ｂ支店では、新卒者も含めて全員が厚生年金保険に加入して

いたはずなので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社Ｂ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により申立期間にお

ける同支店在籍が確認できる複数の同僚に照会したところ、回答が得られた９

人全員が申立人のことを記憶していなかったが、うち１人の同僚は、「Ｃ事業

所での同僚の名前及び当時の事業所の事情等に関する申立人の陳述内容から

判断すると、申立人は、Ｂ支店のＣ事業所に勤務していたと思う」旨陳述して

いることから、在籍時期及び期間は特定できないものの、申立人が同支店のＣ

事業所に勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、Ａ社Ｂ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に名前

が確認できる複数の同僚は、「正社員及び雇員で採用された者は、入社日から

厚生年金保険に加入しているが、『Ｅ職』は、Ｃ事業所の開設期間に限って必

要があればＤ職が採用する雇用形態であるため、厚生年金保険には加入してい

ないと思う」旨陳述している。 

また、申立人は、「私の兄も、昭和 25年ごろからＡ社Ｂ支店のＣ事業所に『Ｅ

職』として勤務していた」旨陳述しているとともに、申立期間当時の同僚「Ｅ

職」１人の名前を挙げているものの、同支店に係る健康保険厚生年金保険被保

険者名簿には、当該２人の名前は確認できない上、申立期間当時の事情等を照



 

会した複数の同僚のうち、回答が得られた上記９人全員が「自身の雇用形態は

『Ｅ職』ではなかった」旨回答している。 

さらに、Ａ社は、「現存している当社の社員名簿及び当該事業所の名簿には、

申立人の氏名は無い。また、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料の控除の

状況等は不明である」旨回答している上、申立人が勤務したとする同社Ｂ支店

の事業所のＤ職は、既に死亡しており、申立人と同じ「Ｅ職」であったとされ

る複数の同僚も所在不明であるため、これらの者から申立人の厚生年金保険料

の控除の状況等に関する陳述を得ることはできなかった。 

加えて、Ａ社Ｂ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立期

間の健康保険の整理番号に欠番は無く、連続して付番されていることが確認で

き、同名簿の記録に不自然さは見られない上、オンライン記録において、申立

人の氏名の読み方の違い等による検索を行ったが、申立人の申立期間における

厚生年金保険被保険者記録は確認できない。 

このほか、申立人が申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

大阪厚生年金 事案 5880 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 28年３月３日から 35年７月 20日まで 

    社会保険事務所（当時）の記録では、私がＡ社に勤務した期間に係る脱退

手当金が支給済みとなっている。 

    しかし、私は、脱退手当金を請求しておらず、受給していないので、申立

期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求しておらず、受給していないと

している。 

オンライン記録では、申立期間に係る脱退手当金は、申立人の厚生年金保険

被保険者資格の喪失日から約３か月後の昭和 35 年 10 月 13 日に支給決定され

ていることが確認できる。 

そこで、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人が

記載されたページを含む計５ページに記載された女性のうち、申立人と同一時

期（おおむね２年以内）に受給要件を満たし資格を喪失した 12 人について、

脱退手当金の支給記録を調査したところ、その全員が資格喪失後約６か月以内

に支給決定されている上、当時は、通算年金制度創設前であったことを踏まえ

ると、申立人についても、その委任に基づき事業主による代理請求がなされた

可能性が高いものと考えられる。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）を見ると、脱退手当金

が支給決定される直前の昭和 35年８月 15日付けで脱退手当金算定のために必

要となる標準報酬月額等を厚生省（当時）から当該脱退手当金の裁定庁に回答

したことを示す「回答済 35.８.15」の表示が確認できる上、申立期間に係る脱

退手当金は、支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さは



 

うかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

大阪厚生年金 事案 5881  

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 28年８月ごろから 33年４月１日まで 

             ② 昭和 33年 11月ごろから 34年７月７日まで 

             ③ 昭和 37年６月ごろから 39年 10月ごろまで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況について照会したとこ

ろ、申立期間①のＡ社に昭和 28年８月ごろから勤務していたが、33年４月

１日から同年 10月 31日までの厚生年金保険被保険者期間しか無く、申立期

間②のＢ社（昭和 34年５月にＣ社、36年３月にＤ社に社名変更）に、同年

11月ごろから勤務していたが、34年７月７日から 36年４月 16 日までの厚

生年金保険被保険者記録しか無い。 

   また、申立期間③のＥ社に勤務していた期間の厚生年金保険被保険者の

記録が無い旨の回答をもらった。申立期間①、②及び③について、確かに

勤務していたので、当該期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人はＡ社に昭和 28年８月ごろから 33年４月１

日までの期間について勤務し、厚生年金保険に加入していたと申し立てている。 

しかし、社会保険事務所の記録では、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所とな

ったのは、昭和 31年 11月１日であり、同日より前の期間は適用事業所になっ

ていない。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、申立期間中の昭

和 32 年３月から同年８月まで加入記録が確認できる従業員は、「私が勤務し

た期間の社員は、私を含む９名であった。申立人は覚えていない」と陳述して

いるところ、当時、同名簿で事業主及び同年３月に資格を喪失した従業員を除

いた被保険者は９名であったことが確認でき、当該陳述内容と一致している。 

さらに、申立人は、申立期間①中の昭和 29年４月から 33年３月までＦ大学



 

に在学していることが確認でき、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名

簿で、31 年 11 月から 33 年９月まで加入記録の確認できる従業員は、「申立

人を覚えているが、大学在学中はアルバイトのような勤務形態であったと思う。

入社したのは私が退社する前後だったと思う」と陳述しており、当時、同社で

社会保険の事務手続を担当していた従業員は、「アルバイトは厚生年金保険に

加入させていなかったと思う」と陳述している。 

申立期間②については、申立人は、Ｂ社に昭和 33年 11月ごろから 34年７

月７日までの期間について勤務し、厚生年金保険に加入していたと申し立てて

いる。 

しかし、Ｂ社は、昭和 34年５月にＣ社に社名変更しており、両社に在籍し、

31年 10月から 36年４月まで厚生年金保険の加入記録が確認できる従業員は、

「申立人は、Ｃ社に変わる前後ぐらいの入社であったように思う」と陳述して

おり、また、両社に在籍し、申立人のＣ社における資格取得日の約２週間後に

被保険者資格を喪失していることが確認できる別の従業員は、「Ｇ業務に従事

していた従業員を覚えているが、申立人は覚えていない」と陳述している。 

さらに、Ｂ社及びＣ社の両社に在籍していたことが確認できる複数の従業員

は、「Ｂ社に勤務していた時期は、給与が遅延することが頻繁にあったが、Ｃ

社になって給与が遅延することはなくなった」と陳述しているところ、申立人

は、「給与の遅延は無かった」としていることから、申立人は、Ｂ社に勤務し

ていなかったことが推認できる。 

申立期間③については、申立人はＥ社における名刺を所持しており、期間は

特定できないが、同社に勤務していたことが推認できる。 

しかし、Ｅ社は社会保険事務所に厚生年金保険の適用事業所としての記録が

無く、また、公共職業安定所に雇用保険の適用事業所としての記録も無い。 

さらに、Ｅ社は昭和 39 年３月に解散しており、申立人は同僚１名を記憶し

ていたが連絡先は不明であり、同社における申立人の勤務状況及び厚生年金保

険料の控除について確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間①、②及び③に係る厚生年金保険料の事業主に

よる給与からの控除については、申立人に明確な記憶が無く、ほかに確認でき

る関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

大阪厚生年金 事案 5882  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年３月１日から 43年８月 28日まで 

社会保険事務所(当時)に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、申立

期間について加入記録が無い旨の回答を得た。Ａ社に勤務していたことは間

違いないので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間にＢ市Ｃ区にあったＡ社に勤務し、厚生年金保険に加入

していたと申し立てている。 

しかし、Ａ社（Ｂ市Ｃ区）は、社会保険事務所において厚生年金保険の適用

事業所として記録は無く、また、Ｄ地方法務局において商業法人登記の記録も

無い。 

さらに、社会保険事務所の記録では、申立期間当時、厚生年金保険の適用事

業所であったＡ社をＥ県及びＦ県に３社確認できるが、それぞれのＡ社に係る

健康保険厚生年金保険被保険者名簿には申立人の名前は無い。 

加えて、申立人は、申立期間中である昭和 40年 11月９日から同年 12月 19

日までの期間に、Ｇ社において厚生年金保険の加入記録が確認できる。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与から

の控除については、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 


